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二、石紬卿厄機の序奏
ｌ
ア
メ
リ
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お
け
る
「
石
汕
趨
機
」
１
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第
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回
ニ
ク
ソ
ン
・
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ネ
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ギ
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獅
２
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二
回
ニ
ク
ソ
ン
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
街
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三
、
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創
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の
背
景
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２
、
イ
ラ
ン
石
油
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化
問
題
３
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界
に
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貌
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Ｏ
Ｐ
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立
Ｅ
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国際石油資本、いわゆるメジャーとＯＰＥＣ（○『恩日㈱目・ロ。（勺の［『・」のＰＢｐｘＤ・ａｐｍｏ・目［『一＄石油輸出国機構）
と
の
あ
い
だ
で
、
石
油
価
格
の
伽
上
げ
、
駆
業
参
加
比
率
の
引
上
げ
な
ど
、
既
存
の
協
定
の
改
訂
に
関
す
る
交
渉
が
一
九
七
三
年
一
○
月
八
日
、
ウ
ィ
ー
ン
で
開
か
れ
る
予
定
で
あ
っ
た
が
、
そ
の
矢
先
の
一
○
月
六
日
、
イ
ス
ラ
エ
ル
箙
と
エ
ジ
プ
ト
・
シ
リ
ア
両
顕
と
の
衝
突
、
い
わ
ゆ
る
第
四
次
中
上
奴
戦
争
が
勃
発
し
、
そ
れ
は
ま
た
た
く
ま
に
エ
ジ
プ
ト
・
シ
リ
ア
両
姻
を
支
持
す
る
、
世
界
有
数
の
石
油
藤
川
地
域
で
あ
る
ア
ラ
ブ
諸
国
を
も
巻
き
込
ん
で
、
か
れ
ら
に
政
治
的
武
器
と
し
て
石
油
を
利
川
す
る
契
機
を
与
え
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
すなわち、戦争勃発当日、ＰＬＯ（勺四一の昌口のロワの日［『・ロ○凋目冒目・ロパレスチナ解放機構）は直ちに声明を発表
し
、
石
油
を
中
東
戦
争
の
武
器
と
し
て
利
用
し
、
ア
ラ
ブ
諸
国
は
産
油
を
即
時
中
止
す
る
よ
う
訴
え
た
が
、
こ
れ
に
呼
応
し
て
翌
七
日
、
イ
ラ
ク
は
対
イ
ス
ラ
エ
ル
支
援
を
続
行
す
る
ア
メ
リ
カ
・
オ
ラ
ン
ダ
へ
の
報
復
措
慨
と
し
て
、
同
国
第
二
の
産
油
会
社
で
あ
る
バ
ス
ラ
石
油（ｍｍｍ同陛〕勺の可○一２日○○・．ｍｂＯ）に所有するアメリカ系メジャーのエクソン（向×〆○口）、モービル（旨○三）の利権二
三・七五％、イギリス・オランダ系のシェル（幻。百一Ｄｇ８‐のロの］一）所有の利椛二一一一・七五％のうち、オランダ分の
（１）
六○％をそれぞれ国有化すると同時に、他のアーフプ諸国もこれに倣い、アメリカ・オランダヘの送油を停止するよう
呼びかけた。一○月八日から開かれたメジャーとＯＰＥＣとの協定改訂は双方の主張が一致せず、一二日にいたって
二
週
間
延
期
を
決
定
し
て
休
会
と
な
っ
た
が
、
同
日
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
は
「
イ
ス
ラ
エ
ル
へ
の
武
器
供
与
を
続
け
る
な
ら
ば
、
ア
メ
リ
カ
と
国
交
を
断
絶
し
、
石
油
輸
出
を
停
止
す
る
」
旨
の
警
告
を
発
し
た
。
こ
の
こ
と
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
こ
の
時
点
で
す
で
に
Ｏ
Ｐ
（２）
Ｅ
Ｃ
が
石
油
戦
略
を
発
動
す
る
こ
と
は
不
可
避
と
み
ら
れ
る
に
い
た
っ
た
。
、
は
じ
め
に
134
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同年一○月一六日、ＯＡＰＥＣ（○局目同目・ロ。〔鈩日ワ勺の〔Ｈ○一のＰ日向〆ロ・ａｐｍｏ・自国＄アラブ石油輸出国機構）
閣
僚
会
議
の
た
め
ク
ウ
ェ
ー
ト
に
染
ま
っ
た
ペ
ル
シ
ア
湾
岸
六
ヵ
国
（
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
イ
ラ
ン
、
イ
ラ
ク
、
ク
ウ
ェ
ー
ト
、
ア
ブ
ダ
ビ
お
よ
び
カ
タ
ー
ル
）
の
代
表
は
、
そ
の
会
議
直
前
に
、
メ
ジ
ャ
ー
と
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
と
の
あ
い
だ
に
さ
き
に
決
定
し
た
二
週
間
の
交
渉
延
期
を
メ
ジ
ャ
ー
側
の
時
間
稼
ぎ
で
あ
る
と
見
倣
し
、
旧
協
定
（
テ
ヘ
ラ
ン
協
定
）
の
破
棄
、
メ
ジ
ャ
ー
と
の
交
渉
打
ち
切
り
と
同
時
に
、
原
油
価
格
の
七
○
％
引
上
げ
を
Ｏ
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
総
意
と
し
て
一
力
的
に
決
定
す
る
旨
を
通
告
し
た
の
で
あ
る
。
し
か
も
そ
の
の
ち
開
か
れ
た
Ｏ
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
会
談
に
お
い
て
は
、
「
ア
メ
リ
カ
お
よ
び
イ
ス
ラ
エ
ル
支
援
国
に
対
す
る
原
油
供
給
を
直
ち
に
九
月
に
比
べ
て
五
％
削
減
し
、
イ
ス
ラ
エ
ル
が
六
七
年
戦
争
（
第
三
次
中
東
戦
争
）
時
の
ア
ラ
ブ
占
領
地
か
ら
撤
退
す
る
ま
で
、
そ
れ
以
降
も
毎
月
同
率
の
削
減
を
行
う」方針を決定した。この決定にしたがって同月一八日、サウジアラビアは一○％の産油削減を発表し、他の湾岸諸
国
も
こ
れ
に
追
随
す
る
措
置
を
と
る
に
い
た
っ
た
。
か
く
し
て
、
第
四
次
中
東
戦
争
勃
発
に
端
を
発
し
た
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
諸
国
の
府
汕
の
政
治
的
武
器
と
し
て
の
発
動
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
し
（
２
）
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
が
石
油
を
政
治
的
武
器
と
し
て
利
用
し
た
の
は
、
勿
論
こ
の
時
期
が
は
じ
め
て
で
は
な
い
。
の
ち
に
述
べ
る
一
九
六
七
年
六
月
の第三次中東戦争に際しても、すべてのアラブ産油国は米英（のちに西ドイツを含む）への石油の禁輸措置をとったの
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
と
き
に
は
北
半
球
が
夏
に
向
か
う
石
油
需
要
の
減
退
の
時
期
で
あ
っ
た
し
、
ま
た
一
九
五
○
年
代
の
イ
ラ
ン
石
油
国
有
化
お
よ
び
ス
エ
ズ
迦
河
国
有
化
を
め
ぐ
る
紛
争
時
の
経
験
か
ら
、
府
汕
消
澱
国
は
各
国
と
も
大
放
の
石
油
を
備
祷
し
て
い
た
た
め
に
、
大
き
な
混
乱
は
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
（
１
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
Ｓ
○七ページ。 （勺の［Ｈｏ－２ｇ勺引の協い閂ａｎの）日本語版（以下においては同詑をＰＰＳと略称する）、一九七三年一一川号、四
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義
も
明
ら
か
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。
て第一級の石油であったためだけでなく、一九六○年代と違って相対的な「石油不足」時代にひき起こされたために、
世界資本主義を震憾せしめ、きわめて深刻な影響を及ぼしていくことになった。とりわけイスラエル支援国、つまり
（３）
アーフブ諸国にとっての敵対国への石油禁輸措置は、さしあたり敵対国、友好国、非友好国という一一一範時への選別権が
完全にアラブ諸国の手に掌握されたことを意味し、これによって石油消費国の動揺はいっそう倍加されたのである。
世上いわれる石油危機の発生である。この場合、以上から明らかなように石油危機は直接には三つの内容をもつ。石
油
価
格
の
急
騰
、
産
油
量
の
削
減
、
禁
輸
措
置
で
あ
る
が
、
そ
れ
に
よ
っ
て
ひ
き
起
こ
さ
れ
る
間
接
的
な
影
響
は
測
り
知
れ
な
い
。
本
稿
は
以
上
の
石
油
危
機
、
い
わ
ゆ
る
第
一
次
オ
イ
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
の
解
明
に
焦
点
を
お
き
つ
つ
、
そ
れ
が
い
か
な
る
要
因
と
過
程
に
よ
っ
て
ひ
き
起
こ
さ
れ
た
か
の
分
析
を
主
な
課
題
と
し
て
い
る
。
こ
の
こ
と
を
通
じ
て
、
石
油
危
機
が
現
代
資
本
主
義
に
お
い
て
も
つ
歴
史
的
意
１
、
第
一
回
ニ
ク
ソ
ン
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
書
ア
メ
リ
カ
国
務
省
は
一
九
六
八
年
各
国
政
府
に
次
の
よ
う
な
文
書
を
送
付
し
た
。
「
ア
メ
リ
カ
の
国
内
石
油
生
産
量
は
、
ま
も
な
く
生
（
３
）
日
本
が
こ
の
三
つ
の
範
鴫
の
い
ず
れ
に
分
類
さ
れ
る
か
を
め
ぐ
っ
て
、
そ
の
過
程
を
詳
し
く
述
べ
た
も
の
に
、
石
川
良
孝
「
オ
イ
ル
外
交
日記」一九八三年、朝日新聞社、がある。
二、石油危機の序奏
ｌ
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
「
石
油
危
機
」
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第１表世界地域別原油確認埋蔵量 (単位:100万バレル）
要凹、馳一
函皿一四
注：(1)可採年1M(とは確認理裁量を生産爪で割ったもの．
(2)ソ連は東欧に含まれる．
(3)カッコ内は１月成比〈％)．
資料：１ｌｂｸﾞﾊﾉＯｉﾉ，、〔ハノ５．AMg、ノ９５(l-JKjUg．
産
能
力
の
上
限
に
達
す
る
だ
ろ
う
」
と
。
こ
れ
は
ア
メ
リ
カ
の
緊
急
時
の
ク
ッ
シ
ョ
ン
と
な
る
石
油
増
産
余
力
が
い
ま
や
無
く
な
ろ
う
と
し
て
い
る
事
実
を
、
友
好
的
な
各
国
政
府
に
知
ら
せ
る
必
要
が
あ
っ
た
か
ら
（１）
だ
と
い
う
。
一
九
六
七
年
末
現
在
、
ア
メ
リ
カ
の
原
油
確
認
埋
蔵
量
は
前年より減って一一二三億七七○○万バレルとなり、可採年数
も
前
年
の
二
年
が
九
・
八
年
に
一
○
年
を
割
る
に
い
た
っ
た
こ
と
が
確認された（第１表参照）。これは国内の石油産業を保護し、
ま
た
輸
入
原
油
へ
の
過
度
の
依
存
は
国
家
安
全
保
障
上
危
険
で
あ
る
と
の
理
由
の
た
め
に
、
一
九
五
九
年
以
来
、
国
内
需
要
の
一
二
・
二
％
を
（２）
限
度
と
す
る
輸
入
数
量
割
当
制
を
実
施
し
て
き
た
結
果
で
あ
り
、
こ
れ
が
ひ
い
て
は
国
内
の
油
田
開
発
に
対
す
る
大
き
な
刺
激
剤
と
な
っ
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
こ
う
し
た
石
油
資
源
の
枯
渇
問
題
が
危
機
意
識
と
な
って、前述のような声明として現れたことは明らかである。
一
九
七
○
年
、
ア
メ
リ
カ
の
国
内
原
油
生
産
は
九
六
四
万
バ
レ
ル
／
日
と
い
う
そ
れ
ま
で
の
最
高
量
に
達
し
、
そ
れ
以
降
漸
減
し
て
い
っ
た
が
（第１図参照）、それと対照的に輸入量が増大し、一九七一年
には対前年比で一一七・三％、七二年には同じく一一一二。｜％へ
箸
増
し
た
。
一
九
五
○
年
代
後
半
に
約
三
○
％
も
の
原
油
を
ア
メ
リ
カ
1３７
19“年末 1067年末 1968年末
確認塊放制 ｎJ採年数 確認埋蔵鼠 可採年数 確認埋蔵量 可採年数
北米 41,894（10.8） 1２．４ 45.032（11.2） 1１．４ 44,619（１ｑ６〉 11.6
うちアメリカ 3１ .152（８ l） 1１．０ ３１ 377（７ 8） ９ ８ 3０ 707（７ 3） ９．２
中南米 2４ 191（６ 2） 1５．６ 2３ 992（６ O） 14 Ｐ、 2３ 826（５ 7） 1４．１
西欧 1 760（０ 5） 1３．２ 971（０ 5） 1４ ８ 800（０ 4） 1４．１
東欧 3９ 308（１０ l） 1９．１ ３７ 752（９ ↓） 1５ ８ ３８ 000（９ O） 1６．９
北アフリカ ２２ 610（５ 8） 29.1 2９ 059（７ 2） 2９ 31 719（8.2） 2５．５
西アフリカ ５ 4Ｉ３（’ 4） 201.8 ４ 939（1.2） 3２ ３ ４ 984（１ 2） 6０ ８
中 東 ２４１ 412（６２ 2） 7４．８ 247 736（６１ 5） 6７ ７ 261 065〈６１ 9） 6３ ５
極東 ２ 142（０ 6） 22.9 ２ 177（0 5） 1５ ３ ２ 180（0 5） 1６ ４
大洋州 ９ 225（２ 4） 4３．２ 1０ 051（２ 5） Ｉ４ ８ 1０ 326（２ 4） 3８ ８
世界計 ３８７ 985(100 O） 33.1 402 708(100 O） 31.0 4２１ 518(100 O） 3０
第１図アメリカの原油の生産・輸入
（単位：100万バレル/日）
1０
９
７
６
５
４
３
２
1
０
５５６０６５７０７５８０
資料：ｕｓ､1〕el)しｏ(EH1crgy,Ａ""M71〃ＩＣ》恩yRcfj"【('ノ”Ｚｌ〕・'０７
より作成。
５０
１９４９
年
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一
九
七
一
年
六
月
四
日
、
ニ
ク
ソ
ン
米
大
統
領
は
第
一
回
エ
ネ
ル
ギ
ー
特
別
教
書
を
議
会
に
提
出
し
た
が
、
そ
れ
は
環
境
対
策
の
観
点
に
立
っ
て
き
れ
い
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供
給
確
保
を
め
ざ
し
た
総
括
的
な
長
期
計
画
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
「
硫
黄
酸
化
物
制
御
計
画
、
石
炭
ガ
ス
化
計
画
な
ど
、
き
れ
い
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
対
す
る
研
究
と
開
発
を
助
長
し
、
一
九
八
○
年
ま
で
に
新
し
い
高
速
増
殖
炉
の
実
験
反
応
炉
を
完
成
す
る
、
そ
の
た
め
の
予
算
の
増
額
を
議
会
に
求
め
る
。
二
、
連
邦
政
府
所
有
地
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
を
開
発
す
る
。
（３）
そ
れ
に
は
外
部
大
陸
棚
の
石
油
・
ガ
ス
賃
貸
鉱
区
を
早
期
に
入
札
・
売
り
に
出
す
こ
と
。
ま
た
オ
イ
ル
・
シ
ェ
ー
ル
資
源
を
開
発
す
る
こ
と
な
ど
が
含
ま
れ
て
い
る
。
三
、
核
燃
料
の
供
給
を
確
保
す
る
。
四
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
効
果
的
に
組
織
化
す
る
た
め
に
総
合
エ
ネ
ル
（４）
ギ
ー
政
策
を
立
案
で
き
る
機
橘
を
つ
く
る
。
以
上
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
書
の
概
要
で
あ
る
が
、
環
境
保
護
、
公
墾
向
防
止
の
上
か
ら
ク
リ
ー
ン
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供
給
へ
の
転
換
を
訴
え
、
し
か
も
原
油
の
自
給
化
政
策
を
強
く
押
し
出
し
て
い
る
点
が
注
目
さ
れ
る
。
は
中
東
に
依
存
し
て
い
た
も
の
が
六
○
年
代
に
入
っ
て
減
少
し
、
六
九
年
に
は
一
二
％
に
ま
で
低
落
し
て
い
た
の
だ
が
、
七
○
年
代
に
入
っ
て
か
ら
の
原
油
輸
入
鼓
の
増
大
は
、
中
東
地
域
へ
の
依
存
度
を
再
び
高
め
る
結
果
と
な
り
、
七
○
年
に
お
け
る
中
東
地
域
か
ら
の
輸
入
シ
ェ
ア
一
二
・
ハ
％
が
翌
七
一
年
に
は
二
○
・
二
％
、
実
数
に
し
て
二
倍
以
上
に
ま
で
一
気
に
高
ま
る
こ
と
に
な
っ
た
（
第
２
表
参
照
）
。
（１）幻・の【○ケ目瞥体ｏ・『の『日ロ（巴・）・ロゴの愚］司口目『Ｐ巳『Ｐ、｝日ロ・惇．
（
２
）
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
三
年
五
月
号
、
一
六
四
ペ
ー
ジ
、
日
本
緑
済
新
附
社
海
外
特
別
取
材
班
「
石
油
は
ど
う
な
る
」
一
九
七
二
年
、
ｎ
本
経
済
新
聞
社
、
六
四
ペ
ー
ジ
。
（
３
）
オ
イ
ル
・
シ
ェ
ー
ル
（
○
二
⑰
百
一
の
Ⅲ
頁
岩
油
）
と
は
石
油
を
一
○
％
前
後
を
含
む
水
成
岩
を
さ
す
。
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第２表アメリカの地域別原油輸入（,１１位:1,0(,oバレル／年）
注：(1)1972年の総計にはソ連からの輸入を含む．
(2)1974年以降，総計にヨー【]ツパからの輸入を含む．したがって’975年のⅢ
成比３１１１１００．０とならない．
(3)カッコIAlI1純:Ｉを100としたｌＨＭＵ上（繁満卯定)．
資１１：AmericaIu１，ｃｔ｢oleunuInstiIute，ノムJsjrハノＭｔｗＩ'ＭＭＹＪノBCCA，Ｍ,ﾉ．（．
肋．２，Ｍｚｙノn”．
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西半１ｋ アフリカ 1】 櫛 鞄：ｆ
l918llZ
l9I9
1950
】951
1952
1953
１－，９１
105.912(820）
116.736(76.0）
136,096(76.6）
138.074(77.1）
147,771(70.5）
111.552(59.9）
148.010(618）
23.181(１８．０）
3６ 950(21,0）
1１
３７
618(23..1）
501(20.9）
5６ 556(27.0）
8０
７７
931(31.2）
761(32.5）
3.198（2.0）
５ 261（２５）
13,969（5.9）
13.703（5.7）
】29,093
153,686
177,7Ｍ
179,073
209 591
236 155
239 ４７９
1955
1956
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1961
1965
1966
1967
1968
1969
1970
1971
1972
1973
1９７４
1975
173.136(60.7）
225.007(65.8）
276.252(716）
235,201(61.3）
212,812(63.1）
260.198(61.9）
267.231(6１ 9）
267.680(65
278,933(67
289,012(6５
l）
6）
9）
283.377(62.7）
289,800(61.8）
301,002(73.1）
315.977(66.9）
337.817(65.7）
351,366(72.7）
378.102(61.1j）
421,799(520）
532,238(15.0）
Ｉ16.531(35.2）
Ｉ53,772(30.3）
1.459（０↓）
９
９
887（０５）
808（２.Ｉ）
173（2.2）
1７ 743（ｌ｣)）
2１
３１
2０
５７
8２
４４
６８
172
285
３妬
４８８
585（5.4）
513（７」）
】５１（4.9）
461(12.2）
380(16.0）
365（９２）
361（111）
105(21.2）
181(21.1）
121(28.1）
515(32.6）
1００
１０３
8５
1７
１１
、｜的
0３
蛆一別
107
６７
７２
6１
6１
'21
155
292
362
陰109
311(35.2）
517(30.3）
123(22.1）
658(32.5）
550(30.6）
135(27.7）
371(29.2）
071(26.5）
2Ｍ(25.0）
801(24.8）
908(27.0）
579(24」）
977(16.5）
330(15.3）
616(12.0）
892(128）
155(20.2）
982(19.2）
988(21.7）
186(28.5）
・'96(27.3）
11
1３
2３
２１
2８
2２
2４
２１
２３
2２
１８
２２
２６
3２
２５
１２
６０
７３
103
１１０
911（4.2）
309（３ 9）
226（６ 3）
815（６ 2）
235（６
051（７
780（5
180（６
3）
O〉
5）
O）
310（５
017（５
2）
3）
170（４ 9）
198（,l」）
519（5.5）
555（5.6）
271（6.3）
670（5.3〉
7”（7.0）
926（7.5）
289（6.2）
992（８．２）
221（９．４）
285
311
385
383
381
４００
111
４１１
４１２
４３８
152
147
411
472
514
483
613
811
1.183
1．２６９
１．４９８
421
833
802
707
卸一脈
968
叩一ｍ一“
OＩＯ
l20
m
3i3
11I
293
117
噸一蝿｜願一ｍ
石油危機の政治経済学（｣:）
２
、
第
二
回
ニ
ク
ソ
ン
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
書
第
四
次
中
東
戦
争
勃
発
の
約
半
年
前
の
一
九
七
三
年
四
月
一
ハ
日
、
ニ
ク
ソ
ン
大
統
領
は
第
二
回
目
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
書
を
発
表
し
た
（５）
が、それに直接の素材を提供したのが全米石油審議会（ｚ四斤］・目一勺の［ベ・］の§○・ｇｏ一一・二円）の答申書であった。Ｎ
Ｐ
Ｃ
は
一
九
七
○
年
一
月
、
二
○
世
紀
末
ま
で
の
ア
メ
リ
カ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
展
望
に
立
脚
し
た
総
合
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て
則
務
省
か
ら
諮
問
さ
れ
て
い
た
も
の
で
、
そ
の
答
申
排
は
一
九
七
二
年
一
二
月
に
提
出
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
Ｎ
Ｐ
Ｃ
杵
申
書
は
、
一
九
七
五
年
か
ら
一
九
八
五
年
ま
で
の
五
年
ご
と
に
四
つ
の
ケ
ー
ス
に
分
け
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
バ
ラ
ン
ス
を
算
定
し
、
次
に
二
○
○
○
年
ま
で
を
予
測
し
た
上
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
あ
り
方
を
勧
告
す
る
と
い
う
構
成
を
と
っ
て
い
る
。
Ｎ
Ｐ
Ｃ
の
推
定
で
は
、
ア
メ
リ
カ
（６）
のエネルギー総消費鼠は一九七○年の上ハハ○○○兆ＢＴＵから平均年率四・一一％で増加し、一九八五年にはほぼ倍増
に
近
い
一
二
五
○
○
○
兆
Ｂ
Ｔ
Ｕ
に
達
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
を
充
足
す
る
た
め
に
は
、
し
だ
い
に
輸
入
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
依
存
度
が
高
ま
る
の
は
必
定
で
、
現
在
の
傾
向
を
そ
の
ま
ま
延
長
す
れ
ば
、
一
九
七
○
年
当
時
の
輸
入
エ
ネ
ル
ギ
ー
依
存
度
一
二
％
が
一
九
八
五
年
に
は
最
悪
の
ケ
ー
ス
で
は
三
八
％
に
な
る
と
い
う
わ
け
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
条
件
し
だ
い
で
は
依
存
度
を
低
め
る
こ
と
も
で
き
る
と
す
る
も
の
で
、
そ
れ
が
第
２
図
に
み
ら
れ
る
四
つ
の
ケ
ー
ス
で
あ
っ
て
、
最
も
楽
観
的
な
ケ
ー
ス
ー
か
ら
股
も
悲
観
的
な
ケ
ー
ス
Ⅳ
ま
で
を
想
定
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
う
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
輸
入
へ
の
依
存
度
の
高
ま
り
は
、
ア
メ
リ
カ
の
安
全
保
障
優
先
の
原
則
か
ら
い
っ
て
由
々
し
い
問
題
で
あ
る
だ
け
で
な
く
、
一
九
七
○
年
現
在
二
一
億
ド
ル
に
す
ぎ
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
貿
易
収
支
の
赤
字
額
が
ケ
ー
ス
ー
の
場
合
に
は
七
五
億
ド
ル
、
ケ
ー
ス
Ⅱ
一
五
三
億
ド
ル
、
ケ
ー
ス
Ⅲ
二
二
九
億
ド
ル
へ
ケ
ー
ス
Ⅳ
に
い
た
っ
て
は
七
○
年
の
一
五
倍
（
４
）
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
書
の
概
要
は
、
Ｐ
Ｐ
Ｓ
、
一
九
七
一
年
七
月
号
、
二
六
四
ペ
ー
ジ
、
石
油
連
盟
「
内
外
石
油
資
料
」
一
九
七
二
年
版
、
五
○
ペ
ー
ジ
、
に
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
1４１
第２図１９８５年のアメリカにおけるエネルギーの供給と消費
００兆ＢＴＵ）
石油および
ガスの輸入
)Ｉ
Ⅷ
石炭・
原子力
水力・地熱
国産ガス
国産石油
ケースＩケース１１ケースⅢケースⅣ1970年1985年
溢料：『大蔵省訓従月報』鞆６２巻第５号，３１ページ。
に相当する三一七億ドルに達するという点でも深刻な
問題である。これを回避する施策として、一、在来燃
料の埋蔵の探査、オイル・シェール、石炭合成による
（７）
ガスや油の国内生産、カナダのタール・サンドの開発、
二、燃料の生産効率および使川効率を上げること、三、
石炭および原子力へのエネルギーの転換、四、地熱、
太陽エネルギー、熱原子核融合など、新しいエネルギ
ーの供給の増大、などが早急に進められる必要がある
と
し
て
い
る
。
（５）答申書の概要は、石油連盟「内外石油資料」一
九七二年版、「大蔵省調査月報」第六二巻第五号、
に
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
（６）ＢＴＵは、、臥陣各曰夛の３〕口］ご日斤の略で、｜Ｂ
Ｔ
Ｕ
は
二
五
二
カ
ロ
リ
ー
に
等
し
い
。
イ
ギ
リ
ス
式
の
熱
単位である。
（７）タール・サンドとはタール分あるいは画質の石
油
を
多
量
に
含
ん
だ
砂
な
い
し
は
砂
岩
を
さ
す
。
熱
処
理
その他の方法でタール分を抽出し、糖製すること
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１iilll危機の政沿経済学（上）
これらの基本戦略を実現させるための諸力策として、次のことを提案している。第一に、「岡内エネルギー資源の
開発」については、新しく開発され、また契約期限満了後に継続生産される天然ガスについての価格規制の撤廃、ア
（８）
ＮＰＣによる以上のような総合的なエネルギー政策の錘町中を受けて、第一一回エネルギー教識が発表された。この教
書は、いままで述べてきた第一回エネルギ１教書およびＮＰＣ答申書などに盛り込まれた基本線を受け継ぎ、いわば
総
括
し
て
い
る
も
の
で
、
ア
メ
リ
カ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
つ
い
て
も
か
な
り
具
体
的
な
提
案
を
行
う
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
ま
ず
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
基
本
戦
略
と
も
い
う
べ
き
も
の
に
つ
い
て
、
次
の
六
点
を
指
摘
し
て
い
る
。
一
、
あ
ら
ゆ
る
形
態
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
国
内
生産の増加、一一、より効果的なエネルギー節約、三、国家の安全と自然環境の双方の保護に沿いながら、最低のコス
トでエネルギー需要をみたす努力、四、エネルギー生産施設の建設を遅らせ阻害している過度の規制と行政措侭の緩
和、五、他の諸国と協力し、エネルギー分野の研究開発を行い、深刻な不足を防止する方法を見出すための行動、六、
エネルギー資源のより賢明な利用、新資源と新しい形態のエネルギー開発に対する偉大なアメリカ官民の科学的、技
術的能力の適用。
（８）教書の全文は、石油連盟「石油資料月報」第一八巻第五号、に翻訳されている。これに対する論評はさまざまあるが、
さしあたり、宮嶋信夫「国内寅源見直す米エネルギー教轡」（「エコノミスト」一九七三年流月一日号所収）、「エネルギ
１教桝が示した新政策は供給難を解決するか？」（ＰＰＳ、一九七三年五月号）を参照されたい。
に
よ
っ
て
、
普
通
の
原
油
に
近
い
も
の
が
確
保
で
き
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
カ
ナ
ダ
に
莫
大
な
埋
蔵
量
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
1４３
メ
リ
カ
の
石
油
と
ガ
ス
の
約
半
分
を
保
有
す
る
外
部
大
陸
棚
の
年
間
リ
ー
ス
面
概
を
三
倍
に
す
る
、
外
部
大
陸
棚
の
開
発
に
よ
っ
て
、
一
九
八
五
年
ま
で
に
年
間
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
は
ほ
ぼ
一
五
億
バ
レ
ル
の
石
油
と
五
兆
立
方
フ
ィ
ー
ト
の
天
然
ガ
ス
を
増
大
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
環
境
基
準
上
、
遅
延
し
て
い
る
ア
ラ
ス
カ
・
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
の
建
設
を
促
進
す
る
た
め
、
現
行
の
法
的
規
制
を
撤
廃
す
る
。
オ
イ
ル
・
シ
ェ
ー
ル
お
よ
び
地
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発
を
強
化
す
る
。
ア
メ
リ
カ
の
最
も
豊
富
で
低
コ
ス
ト
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
で
あ
る
石
炭
生
産
は
、
環
境
破
壊
の
防
止
と
い
う
理
由
で
減
少
し
つ
つ
あ
る
が
、
国
際
収
支
と
安
全
保
障
上
、
国
内
の
石
炭
資
源
の
開
発
と
利
用
の
拡
大
を
最
も
優
先
的
な
国
家
目
標
と
す
る
。
ま
た
一
九
七
○
年
の
大
気
汚
染
防
止
法
の
う
ち
、
．
般
福
祉
」
に
か
か
わ
る
第
二
次
基
地
の
達
成
期
限
を
延
期
す
る
。
さ
ら
に
石
炭
・
石
油
な
ど
、
従
来
の
化
石
燃
料
へ
の
過
度
の
依
存
を
改
め
、
核
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発
を
い
っ
そ
う
進
め
る
べ
き
で
あ
る
。
原
子
力
発
電
は
一
九
八
五
年
に
は
ア
メ
リ
カ
の
発
氾
電
力
戯
の
四
分
の
一
以
上
に
、
二
○
○
○
年
に
は
二
分
の
一
に達する。原子力発電は、「比類のない安全性を記録している」にもかかわらず、「いわれない遅れ」を起こしており、
そ
の
た
め
に
「
不
必
要
な
コ
ス
ト
が
課
さ
れ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
不
足
が
加
砿
さ
れ
て
い
る
」
。
こ
う
し
た
事
態
を
改
め
る
必
要
が
あ
る
。
第
二
に
、
短
期
的
に
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
を
み
た
す
べ
き
輸
入
の
増
大
は
不
可
避
で
あ
り
、
教
書
発
表
の
日
か
ら
現
行
の
輸
入
関
税
を
撤
廃
し
、
同
時
に
輸
入
鉦
統
制
を
一
時
停
止
す
る
。
ま
た
一
九
七
三
年
の
輸
入
割
当
数
量
ま
で
は
無
税
と
し
、
そ
れ
以
上
の
輸
入
鉦
に
つ
い
て
のみ手数料を支払うものとする。長期的には国内石油資源の探鉱開発と製油所の建設を推進する。第三にはエネルギ
ー
節
約
に
つ
い
て
、
産
業
界
に
対
し
て
は
よ
り
効
率
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
を
、
す
べ
て
の
労
働
者
と
消
費
者
に
対
し
て
は
、
電
気
の
ス
ウ
ィ
ッ
チ
を
切
っ
た
り
、
自
動
車
の
冷
暖
房
の
使
用
を
控
え
た
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
有
効
に
使
用
す
る
製
品
の
購
入
な
ど
を
呼
び
か
け
て
以
上
に
み
ら
れ
る
よ
う
な
ニ
ク
ソ
ン
大
統
領
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
書
に
よ
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
と
は
、
な
に
よ
り
も
ま
ず
高
度
工
業
化
社
会
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
急
増
に
も
と
づ
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
不
足
に
あ
り
、
こ
の
意
味
で
教
書
の
前
い
る
｡
1４４
石油危機の政治経済学（上）
文
で
は
「
ア
メ
リ
カ
は
明
ら
か
に
、
き
わ
め
て
重
大
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
挑
戦
に
直
面
し
て
い
る
。
も
し
現
在
の
傾
向
が
そ
の
ま
ま
続
く
な
ら
、
わ
れ
わ
れ
は
真
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
に
直
面
す
る
に
違
い
な
い
。
し
か
し
、
そ
の
危
機
は
回
避
で
き
る
し
、
ま
た
回
避
す
べ
き
で
あ
る
。
適
切
な
措
置
を
と
り
さ
え
す
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
は
自
ら
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
を
み
た
し
う
る
能
力
と
資
源
を
も
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る」と述べている。エネルギー問題はアメリカの場合、これまでも指摘してきたように、一義的には国家安全保障上
の
問
題
か
ら
論
議
さ
れ
て
お
り
、
し
た
が
っ
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
不
足
、
つ
ま
り
輸
入
エ
ネ
ル
ギ
ー
ヘ
の
依
存
の
深
化
は
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
望
ま
し
く
な
い
と
み
ら
れ
る
。
こ
の
点
で
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
と
は
国
家
安
全
保
障
の
危
機
と
同
義
で
あ
り
、
単
な
る
経
済
的
次
元
の
問
題
で
は
な
く
て
、
す
ぐ
れ
て
政
治
・
軍
事
的
な
次
元
の
問
題
で
あ
る
点
で
特
異
の
内
容
を
も
つ
も
の
で
あ
る
。
国
家
安
全
保
障
と
い
う
大
義
名
分
が
あ
る
か
ら
こ
そ
、
公
害
を
拡
散
し
、
地
球
環
境
を
破
壊
す
る
も
の
と
し
て
強
く
指
弥
を
浴
び
て
い
る
ア
ラ
ス
カ
の
ノ
ー
ス
・
ス
ロ
ー
プ
の
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
建
設
工
事
を
は
じ
め
、
原
子
力
発
電
所
や
製
油
所
の
建
設
、
大
型
タ
ン
カ
ー
を
受
け
入
れ
る
た
め
の
港
湾
整
備
、
外
部
大
陸
棚
で
の
石
油
開
発
、
な
ど
の
強
力
な
推
進
を
訴
え
る
こ
と
も
で
き
る
の
で
あ
る
。
こ
う
し
て
、
教
書
は
国
内
資
源
の
再
開
発
に
最
重
点
を
お
い
た
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
国
内
供
給
体
制
の
樹
立
政
策
を
提
示
し
た
と
こ
ろ
に
特
徴
が
あ
り
、
そ
の
た
め
に
は
自
然
破
壊
や
公
害
拡
散
も
止
む
を
得
な
い
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
点
で
は
、
環
境
保
護
を
求
め
る
市
民
運
動
に
対
す
る
桃
（９）
戦
で
も
あ
り
、
い
わ
ば
大
石
油
資
本
の
利
害
を
代
弁
す
る
も
の
と
も
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
だ
け
で
は
な
い
。
教
書
は
「
わ
れ
わ
れ
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
節
約
を
促
進
す
る
単
独
の
最
も
有
効
な
手
段
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
に
実
際
の
コ
ス
ト
を
反
映
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る
こ
と
を
認
め
ね
ば
な
ら
な
い
」
と
述
べ
て
い
る
。
こ
れ
は
従
来
ま
で
低
価
格
に
抑
制
し
て
き
た
天
然
ガ
ス
の
価
格
規
制
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
浪
費
に
ひ
と
役
買
っ
て
き
た
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
に
実
際
の
コ
ス
ト
を
反
映
さ
せ
る
こ
と
」
、
つ
ま
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
の
引
上
げ
こ
そ
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
節
約
の
手
段
で
あ
る
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
に
よ
っ
て
、
天
然
ガ
ス
の
み
な
ら
ず
、
石
油
、
電
力
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
の
引
上
げ
の
根
拠
が
与
え
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
い
わ
ば
自
国
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以
上
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
ニ
ク
ソ
ン
大
統
領
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
書
は
、
国
内
に
お
け
る
石
油
資
源
の
「
枯
渇
」
に
も
と
づ
く
エネルギー供給の不足にその危機の内容を求めるものであり、そのことによって石油の海外依存度を商め、国家安全
の
国
民
大
衆
へ
の
負
担
転
嫁
を
図
り
っ
っ
、
危
機
回
避
の
一
力
策
を
提
示
し
た
も
の
と
い
え
よ
う
。
（
９
）
ア
メ
リ
カ
の
大
石
油
資
本
は
、
一
九
六
○
年
代
半
ば
以
降
、
石
油
企
業
か
ら
総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
企
業
へ
と
転
身
し
つ
つ
あ
っ
た
。
そ
し
て
七
○
年
代
初
頭
ま
で
に
は
、
「
石
油
独
占
は
ア
メ
リ
カ
の
国
内
に
関
す
る
限
り
石
炭
、
オ
イ
ル
・
シ
ェ
ー
ル
、
原
子
力
と
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
ほ
と
ん
ど
を
取
り
扱
う
総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
企
業
と
し
て
の
体
制
を
と
と
の
え
て
い
た
。
石
油
以
外
の
新
規
参
入
部
門
で
実
際
に
利
潤
を
あ
げるには、それらエネルギー価格が大幅に引上げられることおよび商業化を妨げてきた、然環境保護法令の綬椥が実現
さ
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
っ
た
の
で
あ
る
。
」
（
宮
嶋
傭
夫
「
メ
ジ
ャ
ー
・
現
代
の
石
油
帝
国
」
一
九
七
五
年
、
日
本
評
論
社
、
七
八
ペ
ー
ジ
）
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
掛
が
ア
メ
リ
カ
の
石
油
独
占
の
利
将
を
い
か
に
代
弁
し
て
い
た
か
を
揃
聰
氏
は
見
耶
に
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
な
お
、
宮
嶋
氏
が
右
で
指
摘
さ
れ
て
い
る
の
は
ア
メ
リ
カ
系
メ
ジ
ャ
ー
に
つ
い
て
で
あ
る
が
、
そ
れ
の
み
な
ら
ず
恐
ら
く
い
ず
れ
の
メ
ジ
ャ
ー
も
そ
う
で
あ
ろ
う
が
、
こ
う
し
た
単
な
る
石
油
企
業
か
ら
総
合
エ
ネ
ル
ギ
１
企
業
へ
の
転
換
を
遂
げ
る
と
い
う
こ
と
は
、
き
わ
め
て
重
要
な
意
味
を
も
っ
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
こ
こ
で
簡
単
に
次
の
こ
と
を
指
摘
し
て
お
く
。
す
な
わ
ち
、
ア
メ
リ
カ
系
メ
ジ
ャ
ー
（
恐
ら
く
他
の
メ
ジ
ャ
ー
も
含
め
て
）
は
石
炭
産
業
や
原
子
力
産
業
な
ど
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
自
己
の
傘
下
に
組
み
入
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
各
種
エ
ネ
ル
ギ
ー
側
の
競
争
を
排
除
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
換
一
筒
す
れ
ば
、
石
油
、
石
炭
、
原
子
力
な
ど
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供
給
を
コ
ン
ト
Ｍ
１
ル
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
メ
ジ
ャ
ー
は
股
火
の
利
潤
を
川
川
す
る
体
制
を
つ
く
り
上
げ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
物
識
る
。
そ
し
て
こ
の
こ
と
は
、
あ
る
甥
合
に
は
大
阯
の
寅
金
を
灯
油
部
門
に
投
入
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
灯
油
産
業
の
冊
発
を
促
進
さ
せ
る
代
り
、
打
炭
産
業
を
荒
廃
さ
せ
、
ま
た
あ
る
場
合
に
は
原
子
力
部
門
へ
の
大
赦
の
資
金
投
入
に
よ
っ
て
、
原
子
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
世
界
に
お
け
る
商
品
化
を
促
進
し
、
そ
れ
を
通
じ
て
環
境
・
公
害
問
題
の
世
界
的
拡
散
の
主
役
に
な
っ
た
こ
と
を
意
味
す
る
。
146
石油危機の政治経済学 (上）
保
障
を
脅
か
す
も
の
と
す
る
の
で
あ
る
。
こ
の
点
で
、
世
界
資
本
主
義
の
「
憲
兵
」
た
る
ア
メ
リ
カ
の
世
界
的
地
位
に
も
と
づ
く
「
独
自
」
の
危
機
認
識
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
限
り
で
は
世
界
の
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
」
と
は
切
り
離
さ
れ
て
い
る
か
の
よ
う
に
み
え
る
の
で
あ
る
が
、
実
は
そ
う
で
は
な
く
て
両
者
は
密
接
に
連
動
し
つ
つ
進
行
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
す
で
に
ふ
れ
た
よ
う
に
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
原
油
生
産
は
実
際
に
は
一
九
七
○
年
に
ピ
ー
ク
に
達
す
る
の
で
あ
る
が
、
可
採
年
数
か
ら
い
え
ば
六
○
年
代
末
に
は
一
応
安
全
年
数
の
目
安
と
い
わ
れ
る
一
○
年
を
割
っ
て
「
危
機
」
的
状
況
に
立
ち
い
た
っ
て
い
た
。
ア
メ
リ
カは一国としては世界最大の石油生産国と同時に石油消費国でもあり、生産量についていえば、世界原油生産総計の
う
ち
ア
メ
リ
カ
の
占
め
る
シ
ェ
ア
は
一
九
六
九
年
二
四
％
、
七
○
年
二
三
％
で
あ
り
、
ま
た
消
費
趾
に
つ
い
て
は
生
産
趾
を
大
幅
に
上
回
（⑪）
って、世界石油消費総計のうちアメリカは六九年一一一一一％、七○年一一一一％を占めている。つまり、生産斌は世界の約四
分
の
一
、
消
費
量
は
約
三
分
の
一
と
い
う
巨
大
な
石
油
王
国
を
つ
く
り
上
げ
て
い
る
。
こ
の
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
国
内
の
産
油
能
力
の
限
界
が
世
界
に
公
表
さ
れ
れ
ば
、
影
響
が
甚
大
で
あ
る
こ
と
は
想
像
に
難
く
な
い
。
こ
の
こ
と
が
他
の
産
油
国
、
と
り
わ
け
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
結
束
を
強
め
、
メ
ジ
ャ
ー
へ
一
大
攻
勢
を
か
け
る
絶
好
の
切
っ
掛
け
を
つ
く
る
こ
と
に
な
っ
た
。
ア
メ
リ
カ
の
原
油
輸
入
の
推
移
は
、
第
１
図
な
い
し
第
２
表
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
一
九
七
○
年
に
い
た
る
ま
で
漸
墹
傾
向
に
あ
っ
た
と
は
い
え
、
な
お
目
立
つ
ほ
ど
の
墹
大
で
は
な
か
っ
た
が
、
そ
れ
は
国
産
原
油
の
増
加
に
よ
っ
て
カ
バ
ー
さ
れ
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
特
に
一
九
六
○
年
代
後
半
の
ア
メ
リ
カ
国
内
に
お
け
る
原
油
生
産
は
急
カ
ー
ブ
を
描
い
て
激
増
し
て
お
り
、
消
費
量
も
一
九
六
○
年
Ⅲ
一
○
○
と
す
る
指
数
で
は
、
六
五
年
に
二
六
・
一
、
つ
ま
り
六
○
年
代
前
半
の
五
年
間
は
年
平
均
三
・
二
ポ
イ
ン
ト
の
割
合
で
塒
え
て
い
た
の
に
、
六
五
年
か
ら
七
○
年
に
い
た
る
五
年
（Ⅲ）
間では年平均六・一一一ポイントと六○年代前半のほぼ一一倍の割合で増え続けたのである。これを要約すれば、一九六○
年
代
後
半
に
お
け
る
ア
メ
リ
カ
の
石
油
事
情
は
、
消
費
雄
の
増
大
を
国
内
生
産
趾
の
増
大
で
カ
バ
ー
し
、
海
外
原
油
に
そ
れ
ほ
ど
依
存
す
る
必
要
は
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
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で
は
一
体
、
一
九
六
○
年
代
の
後
半
に
お
い
て
、
そ
の
前
半
と
比
較
し
て
な
ぜ
消
費
量
の
急
増
が
ア
メ
リ
カ
で
み
ら
れ
た
の
で
あ
ろ
う
か。それを確証するだけの資料が私の手許にはない。ただ、考えられうる巨坂有力の要因の一つとして、アメリカのベ
ト
ナ
ム
戦
争
へ
の
一
九
六
五
年
か
ら
の
本
格
的
介
入
に
も
と
づ
く
大
駄
の
石
油
需
要
を
指
摘
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
う
し
た
戦
時
の
石
油
需
要
を
充
足
す
る
た
め
に
、
ア
メ
リ
カ
は
一
つ
は
国
内
生
産
を
急
増
さ
せ
る
必
要
が
あ
っ
た
し
、
も
う
一
つ
は
輸
入
増
に
よ
っ
て
賄
う
方
法
が
あ
っ
た
。
第
１
図
で
も
明
ら
か
な
よ
う
に
、
六
○
年
代
前
推
漸
墹
傾
向
を
示
し
て
い
た
ア
メ
リ
カ
の
原
油
輸
入
は
、
六
五
年
か
ら
六
七
年
に
か
け
て
反
転
し
て
減
少
し
、
六
八
年
か
ら
再
び
緩
や
か
に
墹
加
す
る
傾
向
に
あ
っ
た
。
し
か
し
、
個
別
に
検
討
し
て
み
る
と
、
こ
う
し
た
一
般
的
傾
向
と
は
逆
の
助
き
を
示
し
て
い
た
輸
出
国
も
あ
っ
た
。
第
３
図
は
、
第
２
表
か
ら
個
別
に
と
り
出
し
て
指
数
化
し
た
グ
ラ
フ
で
あ
る
が
、
そ
れ
を
み
る
と
ア
メ
リ
カ
の
主
な
原
油
輸
入
先
で
あ
る
ペ
ネ
ズ
エ
ラ
、
中
東
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
な
か
で
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
だ
け
が
突
出
し
て
増
大
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
一
九
六
○
年
を
境
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
か
ら
の
原
油
輸
入
は
低
落
し
て
い
る
が
、
六
六
年
か
ら
激
噸
し
て
い
る
。
こ
こ
か
ら
次
の
推
測
が
成
り
立
つ
。
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
ス
カ
ル
ノ
大
統
領
は
、
周
知のように非同盟首脳会議の有力メンバーの一人であったが、一九六六年三月、スハルト将軍によって打倒され、こ
こ
に
第
二
次
大
戦
終
結
以
来
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
独
立
・
発
展
に
指
導
的
役
割
を
果
た
し
て
き
た
ス
カ
ル
ノ
政
権
は
崩
壊
し
た
。
反
帝
国
主
義
、
反
植
民
地
主
義
、
非
同
盟
主
義
を
掲
げ
て
多
く
の
ア
ジ
ア
、
ア
フ
リ
カ
諸
国
の
糾
合
を
図
っ
て
き
た
ス
カ
ル
ノ
大
統
領
の
時
代
と
違
っ
て
、
親
米
派
の
ス
ハ
ル
ト
政
権
下
で
ア
メ
リ
カ
が
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
か
ら
の
原
油
輸
入
を
激
増
さ
せ
て
い
る
の
は
、
ペ
ト
ナ
ム
と
き
わ
め
て
近
距
離
に
位
置
す
る
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
お
け
る
政
変
の
結
果
、
ベ
ト
ナ
ム
戦
で
の
石
油
需
要
を
有
利
に
充
足
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
と
（皿）（、）以上の数字は、ＰＰＳ、一九七二年六月号所載のＢＰ統計から筆者が算出したものである。
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な
っ
た
か
ら
で
は
な
い
か
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
ス
カ
ル
ノ
の
失
脚
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
か
ら
の
ア
メ
リ
カ
の
原
油
輸
入
の
激
増
が
余
りにも符節を合わせているのは、単な
る
偶
然
と
は
い
い
切
れ
な
い
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
こ
の
よ
う
な
推
測
が
成
り
立
つ
と
す
れ
ば
、
一
九
六
○
年
代
後
半
か
ら
の
ア
メ
リ
カの国産原油の増大要因の一つにベト
ナ
ム
戦
争
へ
の
ア
メ
リ
カ
の
介
入
が
あ
っ
た
からだということになる。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
一
九
六
○
年
代
後
半
に
お
け
る
ア
メ
リ
カ
国
産
原
油
の
顕
著
な
墹
大
の
結
果
、
六
八
年
ご
ろ
を
境
と
し
て
そ
れ
が
国
内
石
油
埋
蔵
猛
の
目
立
っ
た
減
少
に
結
び
つ
き
、
ア
メ
リ
カ
政
府
の
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
」
意
識
と
な
っ
て
現
れ
た
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
が
、
の
ち
に
詳
し
く
み
る
よ
う
に
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
石
油
戦
略
に
展
149
３
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
「
石
油
危
機
」
の
発
生
と
こ
ろ
で
、
第
－
図
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
一
九
六
○
年
代
後
半
か
ら
急
燗
し
て
い
た
ア
メ
リ
カ
の
原
油
生
産
は
一
九
七
○
年
に
ピ
ー
ク
に
達
し
、
そ
れ
以
降
漸
減
し
て
い
っ
た
が
、
そ
れ
と
同
時
に
ア
メ
リ
カ
の
原
油
輸
入
が
激
増
し
て
い
っ
た
。
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
一
九
五
七
年
か
ら
始
め
ら
れ
た
灯
油
の
自
主
輸
入
割
当
方
式
が
五
九
年
に
は
強
制
的
輸
入
割
当
方
式
に
移
行
し
た
際
、
国
内
需
要
の
一
二
・
二
％
を
限
度
と
す
る
輸
入
数
賦
規
制
の
枠
は
、
六
○
年
代
に
入
っ
て
大
体
守
ら
れ
た
（
一
九
五
九
年
か
ら
一
九
七
○
年
に
い
た
る
ま
で
そ
の
伜
は
岐
商
一
三
・
七
％
か
ら
最
低
一
一
・
四
％
の
あ
い
だ
で
動
い
て
い
た
）
と
い
っ
て
よ
い
が
、
七
○
年
代
に
入
っ
て
様
相
が
一
変
し
た
。
輸
入
原
油
は
一
九
四
九
年
に
比
し
、
七
○
年
の
三
・
一
倍
か
ら
七
一
年
に
は
四
倍
に
急
伸
し
、
国
内
石
油
総
需
要
に
占
め
る
輸
入
原
油
の
割
合
は
、
七
○
年
の
一
二
％
か
ら
七
一
年
に
は
一
五
・
一
％
、
翌
七
二
年
に
は
一
九
％
に
達
し
た
。
一
九
七
二
年
秋
か
ら
七
三
年
夏
に
か
け
て
、
ア
メ
リ
カ
の
東
部
，
中
西
部
に
お
け
る
燃
料
不
足
が
深
刻
化
し
、
多
数
の
ガ
ソ
リ
ン
・
サ
ー
ビ
ス
・
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
が
閉
鎖
ま
た
は
顧
客
へ
の
割
当
販
売
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
最
低
の
安
全
水
準
と
見
微
さ
れ
て
き
た
三
八
日
分
の
ガ
ソ
リ
ン
在
庫
も
、
三
○
日
（旧）
分
に
落
ち
込
ん
だ
と
い
わ
れ
る
。
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
原
油
生
産
の
頭
打
ち
と
は
裏
腹
に
、
石
油
に
対
す
る
需
要
が
依
然
と
し
て
高
水
率
を
保
っ
て
い
た
た
め
、
テ
キ
サ
ス
や
ル
イ
ジ
ア
ナ
な
ど
の
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
主
要
な
油
田
は
能
力
ぎ
り
ぎ
り
の
産
油
量
ま
で
引
上
げ
ら
（旧）
れ
た
が
追
い
つ
か
ず
、
到
底
寵
而
要
を
み
た
す
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
こ
う
し
た
事
態
の
な
か
で
、
輸
入
規
制
の
撤
廃
を
盛
り
込
ん
だ
、
さ
き
に
述
べ
た
ニ
ク
ソ
ン
大
統
倣
に
よ
る
第
二
回
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
瞥
が
発
表
さ
れ
た
が
、
そ
れ
は
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
」
を
い
っ
そ
う
卿
望
を
与
え
る
有
力
な
契
機
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
以
上
の
意
味
で
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
」
は
、
一
九
七
三
年
の
世
界
的
な
「
石
油
危
機
」
に
直
接
連
動
し
て
い
く
性
質
の
も
の
で
あ
っ
た
と
い
え
る
。
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15.500
１
１
１
幅する役割を果たしたのである。これを反映して、アメリカの原油価格も、一九七○年一一一月には一一一・一一ドル／バレ
ル
、
七
一
年
六
月
に
は
三
・
三
五
ド
ル
／
バ
レ
ル
と
世
界
の
原
油
価
格
に
先
行
し
て
引
上
げ
ら
れ
て
い
っ
た
（
第
４
図
参
照
）
。
ま
た
ア
メ
リ
カ
国
内
に
お
け
る
石
油
製
品
も
、
久
し
く
安
定
的
に
推
移
し
て
い
た
が
、
一
九
七
二
年
一
○
月
以
降
動
き
出
し
、
七
三
年
に
入
っ
て
値上げが足早となっていった（第５図参照）。同年六月以降九月まで、いずれの石油製品価格も全く動きをみせなか
っ
た
の
は
、
ニ
ク
ソ
ン
大
統
領
に
よ
っ
て
発
せ
ら
れ
た
原
油
お
よ
び
石
油
製
品
を
含
む
物
価
の
六
○
日
間
凍
結
令
の
せ
い
で
あ
る
。
し
か
与ら
;
｢、
主要原油価格の推移
（単位：ドル/バレル）
第４図
０
９
８
７
６
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第５図アメリカの石油製品価橘指数
（1955年＝100）
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７８９１０ ２
か
く
し
て
、
世
界
一
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
洲
瞬
壮
－
１それは人口一人あたりでイギリスの二倍
Ｉ
を
誇
る
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
の
「
灯
油
不
足」によって、世界石油市場での石油争奪
戦がメジャ１のみならず、独立系会社によ
っ
て
も
展
開
さ
れ
た
結
果
、
一
九
七
三
年
夏
に
は
石油の市場価格は公示価格を上回る現象が
（川）
生
じ
た
。
石
油
の
市
場
価
格
が
公
示
価
格
を
下
回
っている時代であれば、産油国の石油戦略
し
、
凍
結
令
が
解
除
さ
れ
る
や
、
一
○
月
以
降
う
なぎ上りに物価は上昇していった。
（、）ＰＰＳ、一九七三年六月号、一一一四
ペ
ー
ジ
お
よ
び
同
誌
七
月
号
、
二
六
二
ペ
ー
ジ。
（旧）ＰＰＳ、一九七二年一一月号、四○
○ページ。
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は
公
示
価
格
の
現
状
維
持
を
擁
護
す
る
こ
と
に
あ
る
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
が
、
そ
れ
が
逆
転
し
て
市
場
価
格
が
公
示
価
格
を
上
回
る
に
い
た
れ
ば
、
そ
れ
を
拱
手
傍
観
し
て
い
る
産
油
国
は
な
い
で
あ
ろ
う
。
市
場
価
格
と
公
示
価
格
と
の
差
益
を
独
占
す
る
石
油
会
社
に
対
し
て
、
産
油
国
は
そ
の
分
け
前
を
要
求
し
て
い
く
で
あ
ろ
う
。
事
実
、
リ
ビ
ア
、
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
お
よ
び
イ
ラ
ク
な
ど
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
急
進
派
は
既存の協定の改訂を強く要求していったのだが、これはのちに再びふれる。ともあれ、世上いわれる石油危機以前に、
す
で
に
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
に
よ
る
価
格
引
上
げ
へ
の
動
き
が
開
始
さ
れ
て
お
り
、
石
油
危
機
発
生
の
素
地
が
形
づ
く
ら
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
一
九
七
○
年
代
に
入
っ
て
か
ら
の
以
上
の
よ
う
な
事
態
の
推
移
を
み
る
と
、
「
原
油
値
上
げ
の
真
の
原
因
は
ア
メ
リ
カ
に
あ
り
、
ア
ラ
ブ
諸
国
に
は
な
い
」
の
で
あ
っ
て
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
価
格
の
引
上
げ
に
対
し
、
「
一
九
七
三
年
一
○
月
の
ア
ラ
ブ
・
イ
ス
ラ
エ
ル
戦
争
は
、
都
合
の
（旧）
よい口実を提供したにすぎない」といシえよう。
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
が
結
成
さ
れ
た
の
は
、
ｌ
、
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
創
立
（旧）国・○・回目○口の【．Ｓ可の勺・」嵐８。（、。①『日・巳ご・寓舘孝夫訳「エネルギー大論争」一九八○年、ダイヤモンド社、七三
ぺ１ジ。
（ｕ）ｐ閂の目。》国局勺骨の．＄ｇ・日高・持田訳「石油の世紀」一九九一年、日本放送出版協会、（下）二七○ページ。な
お
、
第
４
図
も
参
照
さ
れ
た
い
。
、Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
創
立
の
背
景九六○年九月一○日から一四日までバグダッドで開催された、イラン、イラク、サ
153
ウ
ジ
ァ
ラ
ビ
ァ
、
ク
ウ
ェ
ー
ト
お
よ
び
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
の
産
油
国
首
脳
会
談
に
お
い
て
で
あ
っ
た
。
周
知
の
よ
う
に
、
結
成
の
直
接
の
契
機
（１）
となったのはメジャーによる中東の原油公一不価絡の引下げであった。すなわち、中東の代表的な原油であるアーフビア
ン
・
ラ
イ
ト
に
例
を
と
れ
ば
、
一
九
五
八
年
に
一
バ
レ
ル
当
り
二
・
○
八
ド
ル
で
あ
っ
た
公
示
価
格
は
翌
五
九
年
二
月
に
一
・
九
○
ド
ル
に引下げられ、さらに六○年八月九日にはそれが一・八○ドルにまで矢継ぎ早に引下げられていった。これが産油国
を
し
て
メ
ジ
ャ
ー
に
対
す
る
反
発
を
強
め
る
こ
と
に
な
っ
て
、
一
気
に
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
結
成
に
ま
で
突
き
進
ま
せ
た
契
機
で
あ
っ
た
。
し
た
が
って、ＯＰＥＣ結成の目的は「あらゆる手段をつくして、原油価格を引下げ以前の水準に復帰せしめる」（創立大会
に
お
け
る
決
議
）
こ
と
に
あ
っ
た
。
と
い
う
の
は
、
こ
れ
ら
産
油
国
に
お
け
る
総
輸
出
に
占
め
る
石
油
の
輸
出
シ
ェ
ア
は
九
○
％
以
上
と
い
う
、
い
わ
ゆ
る
一
次
産
品
輸
出
国
で
あ
り
、
公
示
価
格
の
低
下
は
直
ち
に
外
貨
収
入
の
減
少
を
も
た
ら
す
こ
と
に
な
る
か
ら
で
あ
る
。
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
、
カ
ル
テ
ル
と
し
て
の
メ
ジ
ャ
ー
に
対
抗
す
る
、
資
源
保
有
国
と
し
て
の
カ
ル
テ
ル
の
結
成
で
あ
り
、
こ
の
こ
と
は
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
結
成
を
許
す
ほ
ど
ま
で
に
メ
ジ
ャ
ー
の
寡
占
体
制
が
醐
体
化
し
た
こ
と
を
象
徴
的
に
示
す
も
の
で
あ
る
。
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
結
成
当
時
、
上
記五カ国は全世界の石油埋蔵量の六八％、原油生産量の三七％、原油輸出量の八五％を占めるという、まさに石油資
源の巨大な宝庫を誇っており、それだけに他の未加盟産油国に対する組織化への誘因として作川する。ＯＰＥＣへの
加盟側はそののち墹えていき、カタール（六一年一月加Ｍ）、インドネシア、リビア（六二年四月）、アラブ首長剛迦
邦
（
六
七
年
一
一
月
）
、
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
（
六
九
年
七
月
）
、
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
（
七
一
年
七
月
）
、
エ
ク
ア
ド
ル
（
七
二
年
二
月
）
お
よ
びガボン（七五年六月）となり、現在加盟国は一三カ国となっている。
（１）公示価格（ロ・閂日日８）は産油国が石油会社から受取る利権料および所得税を計算する際に雅地となる価格で、一
九
四
五
年
六
月
に
設
定
さ
れ
た
の
が
始
ま
り
と
い
わ
れ
る
。
こ
の
ほ
か
に
、
産
油
会
社
と
消
費
国
間
の
実
際
の
取
引
に
際
し
て
形
成
さ
れ
る
1５
２
、
イ
ラ
ン
石
油
国
有
化
問
題
世
界
最
大
の
産
油
地
帯
中
近
東
の
石
油
業
に
お
い
て
、
一
番
古
い
歴
史
を
も
つ
イ
ラ
ン
の
石
油
を
独
占
的
に
支
配
し
て
き
た
ア
ン
グ
（２）
上ロ・イラニアン会社（少。ｍ一・‐Ｈ３コ】ロロｇ］○・：ど○Ｏ）が一九三一一一年の利権協定の改訂に関して、イラン政府と交渉
く蒜を開始したのは一九四八年であった。それは、同年にベネズエラにおいて石油会社と政府間で画期的な五○対五○、
経いわゆる利益折半協定が締結されたが、それに触発されてひき起こされる紛争を予見しての会社側の譲歩のあらわれ
治政
で
あ
っ
た
。
当
時
の
イ
ラ
ン
の
ラ
ズ
マ
ラ
政
府
と
の
あ
い
だ
に
、
翌
四
九
年
七
月
、
一
部
改
訂
に
つ
い
て
の
合
意
が
成
立
し
た
に
も
か
か
の機わ
ら
ず
、
イ
ラ
ン
国
会
で
承
認
さ
れ
な
か
っ
た
の
だ
が
、
国
会
の
審
議
に
手
間
ど
っ
て
い
る
あ
い
だ
に
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
に
お
い
て
は
危
（３）
帥五○年一二月一一一○日、ベネズエラ方式に倣った利益折半協定がアラムコ（し日ワ同ロショの風８口○一］○・：シ”しｇｏｏ）
（４）
とのあいだに成立するにいたり、これがＡＩｏＣに対するイーブン国会の不満をいっそう噴出させることになった。協
ところで、原油公示価格の引下げは原油過剰時代の到来を物語るが、なぜこの時期にいたって原油過剰がもたらさ
れたのであろうか。それにはさしあたり二つの事件、一つはイランにおける石油国有化問題、もう一つはスエズ国有
化
問
題
、
を
取
り
上
げ
れ
ば
十
分
で
あ
ろ
う
。
取
引
価
格
（
実
勢
価
格
）
が
あ
り
、
石
油
価
格
は
こ
の
よ
う
な
二
麺
構
造
か
ら
成
り
立
つ
。
元
来
は
両
価
格
間
に
乖
離
は
な
か
っ
た
が
、
一
九
六
○
年
代
の
石
油
過
剰
期
に
、
産
油
国
側
は
公
示
価
格
を
、
収
入
減
を
防
止
す
る
た
め
に
据
え
置
く
こ
と
を
主
張
し
た
た
め
、
実
勢
価
格
とのあいだに格差が生じたものである。公示価格制度は一九七七年一月以降廃棄されて政府公式販売価格となり、ここ
に
石
油
価
格
は
一
本
化
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
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Ａ
Ｉ
Ｏ
Ｃ
は
イ
ギ
リ
ス
政
府
が
同
社
の
五
一
％
の
株
式
を
所
有
す
る
と
い
う
、
い
わ
ば
半
官
半
民
の
会
社
で
あ
り
、
国
際
石
油
資
本
七
大
メ
ジ
ャ
ー
の
一
つ
で
、
原
油
生
産
量
に
お
い
て
当
時
世
界
第
三
位
を
占
め
、
し
か
も
原
油
生
産
量
の
大
部
分
が
イ
ラ
ン
に
お
い
て
で
あ
定推進派のラズマラ首相が五一年三月七日暗殺されたのち、イラン議会は同月一五日に石油国有化法を可決成立させ
（５）
るにいたった。同年四月一一八日、それまでイーブン石油政策委員会議長として国有化を推進してきたモハメド・モサデ
グ
が
イ
ラ
ン
議
会
に
お
い
て
首
相
に
選
任
さ
れ
、
そ
の
下
で
同
年
五
月
一
日
、
Ａ
Ｉ
Ｏ
Ｃ
の
在
イ
ラ
ン
資
産
の
接
収
が
開
始
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
国
有
化
を
め
ぐ
る
紛
争
は
こ
こ
か
ら
始
ま
る
。
（２）ＡｌＯＣは一九三五年、それまでのアングロ・ペルシア石油（しロ、一・‐勺の風：Ｑ］○○・）から社名変更を行ったが、さ
らにこの紛争後に、１［耐ず勺の［ＮＣ］８日○・・（国勺）となって、こんにちにいたっている（松村情二郎「ＯＰＥＣと多国籍
石
油
企
業
」
一
九
七
四
年
、
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
、
七
二
ペ
ー
ジ
）
。
（
３
）
Ａ
Ｒ
Ａ
Ｍ
Ｃ
ｏ
の
前
身
は
、
一
九
三
三
年
創
立
さ
れ
た
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
・
ア
ラ
ビ
ア
・
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
石
油
（
○
口
嵐
・
９
画
シ
３
ヶ
厨
口
の
日
ゴ
ｇ
ａ
ｇ
］
○
・
・
）
で
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
・
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
と
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
と
の
あ
い
だ
で
の
石
油
採
掘
権
に
関
す
る
協
定
に
も
と
づ
い
て
探
鉱
活
動
が
開
始
さ
れ
た
。
一
九
四
四
年
に
Ａ
Ｒ
Ａ
Ｍ
Ｃ
ｏ
に
社
名
変
更
を
行
っ
た
が
、
資
本
参
一
加
は
四
社
に
上
る
（
松
村
清二郎、前掲書、七八ページ、シ・の四日ロ⑫○口目すのｍのぐのロ凶の〔の『⑪．】①司・大原・青木訳「セブン・シスターズ」一九七六
年、日本経済新聞社、一二○’一二三ページなどを参照）。
（４）Ｃ・国の『四Ｐ量Ｐ邦訳（下）三二ページ。
（５）詳しい経過は幻・Ｑｏｏｇ・『》ヨゴの。】］国日・ロの．］弓Ｐ、旨ｐ、・・Ｐの四日ロ⑫。。》｛亘・・邦訳一一一一六ページ以下、などを参照さ
れたい。
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（６）
ったから、イーブンのＡｌＯＣ接収策は、イーブン政府とイギリス政府の対決という展開を必然的に示すことになった。
イ
ギ
リ
ス
は
Ａ
ｌ
Ｏ
Ｃ
国
有
化
に
直
面
し
て
、
一
方
で
は
軍
事
手
段
に
、
他
方
で
は
法
的
手
段
に
訴
え
る
と
い
う
硬
軟
両
様
の
方
策
を
模
索したようである。後者については、イギリス政府は一九五一年五月二六日、イランの国有化描価は述法であり、万
油
は
Ａ
ｌ
ｏ
Ｃ
に
帰
属
す
る
か
ら
こ
れ
を
買
う
の
は
盗
品
を
買
う
こ
と
と
見
微
す
と
し
て
、
国
際
司
法
裁
判
所
に
提
訴
の
手
続
を
と
っ
た
が、イラン政府はこの問題はイランの国内問題であり、同裁判所には紛争解決の椛限がないと反論した。さらにイギ
リスは同年六月二○日、同裁判所に対して再提訴したが、七月七日にイランは国際司法裁判所を脱退するという応酬
が行われた。前者については、接収開始日と同時に、陸海空三軍司令官会議が設置され、軍事介入計画が簸定された。
当初、イギリス政府もその計画を承認したが、それによって必然的にソ迎の軍事介入を招来するというアメリカ政府
の強い反対に遭って戦術を転換するにいたり、イラン石油の国外持出し禁止、イランへの物資供給の禁止など、徹底
的な経済封鎖を敷くことになった。もっとも、当時のイギリス政府はアトリーを首柑とする労働党政権であり、戦後
の
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
産
業
国
有
化
政
策
を
推
進
し
つ
つ
あ
っ
た
労
働
党
政
府
と
し
て
、
イ
ラ
ン
の
石
油
産
業
国
有
化
政
策
に
真
向
か
ら
対決することができなかったため、こうした優柔不断さを残さざるをえなかったともいえるのであるが。こうした経
過
の
な
か
で
、
世
界
最
大
の
製
油
所
ア
パ
ダ
ン
の
操
業
は
事
実
上
中
止
す
る
に
い
た
り
、
さ
ら
に
同
年
九
月
二
五
日
、
モ
サ
デ
グ
首
相
は
アバダンに居残るイギリス人の一週間以内の退去を命令することによって、アパダン製油所を正式に接収した。とは
い
う
も
の
の
、
ア
バ
ダ
ン
製
油
所
の
操
業
停
止
は
イ
ラ
ン
灯
油
業
に
壊
滅
的
な
打
般
を
与
え
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
（６）対決の様机の詳しい展開は、シ・のロョロ⑫。。．『ず己．・９８・のｂ・『の『函貫び区・・９§・園・小松適幹「石油濁源戦争」一九七
三年、一一一省堂、一○○’一○三ページ、などを参照。
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（７）
ＯＰＥＣ統計によれば、イランの原油生産量は一九五○年にそれまでの最高の六六万四一二○○バレル／日を示して
い
た
の
が
、
翌
五
一
年
に
は
約
半
分
近
い
三
四
万
九
六
○
○
バ
レ
ル
／
日
に
急
減
し
、
五
二
年
に
は
伽
か
に
二
万
七
六
○
○
バ
レ
ル
／
Ｈ
、
さ
ら
に
五
三
年
に
は
二
万
六
八
○
○
バ
レ
ル
／
日
に
激
減
し
た
（
後
出
の
第
３
表
参
照
）
。
一
九
五
三
年
八
月
、
ア
メ
リ
カ
の
Ｃ
Ｉ
Ａ
に
（８）
指
導
・
援
護
を
受
け
た
イ
ー
ブ
ン
躯
部
の
ク
１
デ
タ
に
よ
っ
て
、
モ
サ
デ
グ
政
権
は
倒
壊
し
、
代
っ
て
ザ
ヘ
デ
ィ
が
首
相
に
就
任
し
た
。
ク
ー
デ
タ
が
ア
メ
リ
カ
の
介
入
に
よ
っ
て
実
行
さ
れ
た
よ
う
に
、
イ
ラ
ン
石
油
問
題
の
解
決
に
も
当
然
に
ア
メ
リ
カ
の
関
与
を
ひ
き
起
こ
し
て
い
く
。
ア
メ
リ
カ
の
ア
イ
ゼ
ン
ハ
ウ
ア
ー
大
統
領
は
、
大
統
領
の
石
油
顧
問
ハ
ー
バ
ー
ド
・
フ
ー
バ
ー
・
ジ
ュ
ニ
ア
を
ダ
レ
ス
国
務
長
官
の
特
別
代
表
に
折
名
し
、
イ
ラ
ン
間
脳
解
決
を
委
任
し
た
。
そ
の
処
分
菱
と
し
て
持
ち
出
さ
れ
て
き
た
の
が
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
案
で
あ
っ
た
。
五
三
年
一
二
月
、
メ
ジ
ャ
ー
を
中
心
に
イ
ラ
ン
の
石
油
開
発
の
た
め
の
新
た
な
組
織
と
し
て
、
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
ご
〔
の
『
ロ
ロ
ー
（９）
盆・ロＥＣの〔『・一の日ロ日日穴の旨、８口⑪。『は日ロ）がロンドンで結成され、翌五四年四月、イラン政府との折衝を附始した。
同
年
八
月
、
メ
ジ
ャ
ー
各
社
の
首
脳
に
よ
る
協
定
調
印
が
行
わ
れ
、
同
協
定
は
同
年
一
○
月
二
一
日
、
イ
ラ
ン
国
会
で
批
准
さ
れ
る
に
い
た
っ
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
イ
ラ
ン
石
油
問
題
の
一
応
の
解
決
が
果
た
さ
れ
た
こ
と
に
な
る
。
（
８
）
Ｃ
Ｉ
Ａ
介
入
に
よ
る
ク
ー
デ
タ
に
つ
い
て
は
、
宮
嶋
信
夫
、
前
掲
書
、
第
五
章
に
詳
し
く
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
な
お
、
ｐ
『
の
目
。
・
ザ己・・・菌□・＆・も参照されたい。
（
９
）
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
結
成
が
ア
メ
リ
カ
の
反
ト
ラ
ス
ト
法
違
反
に
な
る
経
過
と
そ
の
解
決
策
は
、
宮
嶋
信
夫
、
前
掲
轡
、
第
五
章
、
お
よ
び
少・ｍｐｇｂ８Ｐ－ワ己・・８８．ｍ・に詳しい。
（７）○勺ロ○少目５－の［且⑪【一日］国呂の【ご』や田□・お・なお、イランの産油量が一九五○年水準に達したのは一九五七年にな
っ
て
か
ら
で
あ
る
。
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（旧）
協
定
の
骨
子
は
、
｜
、
旧
ア
ン
グ
ロ
・
イ
ラ
ニ
ァ
ン
の
在
イ
ラ
ン
資
産
は
、
国
有
化
に
伴
っ
て
新
し
く
設
立
さ
れ
た
イ
ー
ブ
ン
国
営
石
油
会社（Ｚ、〔】・８－旨『囚ヨ目ｇ」ｎｏ：目○○）およびイラン国家に帰偶する、二、コンソーシアムは石油の生産・精製およ
び
販
売
を
排
他
的
に
担
当
し
、
そ
れ
に
必
要
な
便
益
権
・
地
上
権
を
保
有
す
る
、
三
、
利
益
折
半
の
原
則
を
導
入
す
る
、
な
ど
に
あ
っ
た
。
こ
れ
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
イ
ラ
ン
石
油
の
所
有
権
は
Ｎ
ｌ
ｏ
Ｃ
に
帰
属
し
、
Ｎ
ｌ
Ｏ
Ｃ
か
ら
諸
け
負
う
形
で
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
正
式にはＨＢｐ団。ｇ一勺口日ＱＢｐＥＦａ・）が同国の石油開発に排他的にあたる、というもので、利益折半の原則を除け
ば
、
実
質
的
に
は
以
前
と
殆
ん
ど
変
ら
な
か
っ
た
。
こ
う
し
て
、
イ
ラ
ン
の
石
油
開
発
事
業
を
独
占
的
に
支
配
し
て
き
た
Ａ
ｌ
Ｏ
Ｃ
は
、
い
ま
や
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
一
員
と
し
て
四
○
％
の
出
資
を
与
え
ら
れ
た
に
す
ぎ
ず
、
代
っ
て
ア
メ
リ
カ
系
メ
ジ
ャ
ー
五
社
、
す
な
わ
ち
スタンダード・ニュージャージー（の臼口Ｓａｏ『－０．：ｚの葛］の『⑪の］）、テキサコ（弓の×回ＤＣ・旨、。）スタンダード。カリ
フォルニア（の日づＳａ○一一○○・○〔○四罠。「ヨロ）、ガルフ（ＯＢ【Ｑ］○○日。『口〔】○口）、モービル（旨Ｃｇｇ］ＯＣＢ○日ご○ロ）
（Ⅲ）
が各七％ずつ、アメリカ系独立会社九祉計五％、イギリス。オランダ系シェル（”○百［）貝、ゴーの彦の一一○『。■。）一四％、
（脳）
フランス系布汕会社（ｎｏ。】□いい己の句３コＢ】⑪のＱの⑪勺の可・」①⑪．ｎ句勺）六％、の資本参加が認められた。この結果、イラン
石
油
の
国
有
化
を
め
ぐ
る
紛
争
の
「
調
停
役
」
と
し
て
大
き
な
役
割
を
果
た
し
た
ア
メ
リ
カ
政
府
を
パ
ッ
ク
と
す
る
ア
メ
リ
カ
系
メ
ジ
ャ
ー
の
み
な
ら
ず
、
ア
メ
リ
カ
系
独
立
石
油
資
本
ま
で
も
が
大
挙
し
て
イ
ラ
ン
進
出
を
果
た
し
、
こ
こ
に
イ
ギ
リ
ス
石
油
資
本
の
後
退
が
余
儀
な
く
さ
れ
る
に
い
た
っ
た
。
と
は
い
え
、
従
来
の
一
社
独
占
に
よ
る
イ
ラ
ン
の
石
油
開
発
事
業
の
管
理
は
、
複
数
の
メ
ジ
ャ
ー
に
よ
る
協
調
管
理
に
代
替
さ
れ
た
に
す
ぎ
な
か
っ
た
の
で
あ
る
が
。
こ
の
意
味
で
、
イ
ラ
ン
に
設
立
さ
れ
た
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
は
、
「
い
か
な
る
また、コンソーシアム結成とそれがイランにとってもつ意義については、四・○〔ど【曰。『・司夛の向日ロ『の。ｍ○》←巳尉・佐
藤
定
率
訳
「
石
油
帝
国
」
一
九
五
七
年
、
岩
波
書
店
、
三
七
○
’
三
七
三
ペ
ー
ジ
、
を
参
照
さ
れ
た
い
。
1５９
すでに述べたように、イランにおけるコンソーシアム設立によって一九五四年一○月以降、イラン石油は世界市場
に復帰したが、軌道に乗るのは五六年になってからであった。国有化をめぐる紛争が勃発して以来、イランにおける
石油生産は事実上停止していたにもかかわらず、第３表から明らかなように、主要国の生産量は増大していったから、
国も国有化からなにもうるところがないこと、またカルテル〔すなわちメジャ１〕の機構を通ずる以外にだれも石油
を販売できると考えてはならないこと」を誇示したものであったといえよう。
（⑫）ＣＦＰはフランス政府が一一一五％の株式を所有する半官半民の会社であり、一九二四年に設立されたもので、国際石油
資本七大メジャーにＣＦＰを加えて、八大メジャーという場合もある。ＣＦＰについての詳しい細介は、ＰＰＳ、一九
七
三
年
一
二
月
号
に
掲
救
さ
れ
て
い
る
。
（凪）國・○○・コ。。ｎ．旨Ｑ・邦訳、三七三ページ（〔〕内は引用者）。なお、Ａ・サンプソンも、「七大石油会社なしでは中東
諸
国
は
ど
う
に
も
動
き
が
と
れ
ず
、
た
だ
自
国
の
石
油
の
中
で
溺
死
し
て
し
ま
う
と
い
う
こ
と
が
は
っ
き
り
し
た
」
と
い
っ
て
い
る
参
・
の似日目５．．ザ丘・邦訳一五五ページ）。
（
、
）
松
村
清
二
郎
、
前
掲
書
、
九
○
ペ
ー
ジ
。
（Ⅲ）メジャー以外のアメリカ国内の独立会社で、当初はアメリカ系メジャー五社で四○％を占めていたが、当時の反トラ
スト法違反問題から目を逸らさせ、いわば懐柔策として、また独立会社からメジャー保護への不満が噴出したため、一
九
五
五
年
四
月
、
メ
ジ
ャ
ー
五
社
の
持
分
の
一
％
ず
つ
を
こ
れ
ら
独
立
会
社
に
委
譲
す
る
こ
と
に
な
っ
た
も
の
で
あ
る
。
九
社
と
は
、
四
・
ｎ言の戸の甘旦・レヨ】。・閂］（レヨの乱８．門目の【局且の口［ｇ］）・○の耳］・の臼】］口９口８勺の可○一のロョ・の回）Ｑ日Ｑｇ一・（○三○・
画目８オの・芦］§口ｐＨ画の矧日の『である（尻ｏｎ。。。。『・ぴ丘・・口国已・の．小松直幹、前掲打、一○一二－一○五ページ、など
を参照）。
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第３表主要国の石油生産 (4t位：1.000バレル／【1）志一瞬｜”｜
‐
Ｉ
資料：０１，１:Ｃ･小1,ＭノＳＭＳﾉﾉαノノノノJﾙｲﾙｌノgSL5・ID． ６－５
世
界
に
お
け
る
石
油
供
給
は
イ
ラ
ン
石
油
の
供
給
途
絶
を
十
分
に
カ
バ
ー
し
て
い
た。特にイラク、クウェートおよびサウジアラビアにおける生産拡大
は
め
ざ
ま
し
く
、
こ
の
三
カ
国
の
産
油
避
計
が
第
３
表
で
の
七
カ
国
総
計
に
占
め
る割合は、一九五○年に三○・七％にすぎなかったが、五一一一年には五
二・三％と過半を占めるにいたっている。第６図から明らかなように、
イ
ラ
ク
、
ク
ウ
ェ
ー
ト
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
産
油
業
を
主
に
支
配
し
て
い
た
の
は世界の七大メジャーであったから、ＡｌＯＣによる石油供給中止を、
メジャー相互の供給鼠増大でもって補い合っていたことになる。しか
し
、
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
例
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
イ
ラ
ン
石
油
の
操
業
停
止
に
伴
う
「
石
油
危
機
」
は
、
メ
ジ
ャ
ー
以
外
の
独
立
系
石
油
会
社
、
特
に
ア
メ
リ
カ
の
そ
れ
の
海
外
進
出
を
促
進
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
の
上
、
イ
ラ
ン
国
有
化
問
題は、前年の五○年六月に勃発した朝鮮戦争と時期的に亜なって発生
し
、
航
空
機
燃
料
を
は
じ
め
と
し
て
石
油
に
対
す
る
需
要
が
異
鮒
に
尚
ま
っ
て
い
た
た
め
、
石
油
供
給
へ
の
不
安
を
か
き
立
て
た
こ
と
も
、
ア
メ
リ
カ
系
独
立
石
油
会社の進出を促がした背景をなしていることはいうまでもない。こう
し
て
、
「
独
立
系
石
油
会
社
と
民
族
系
石
油
会
社
が
そ
の
後
続
々
と
世
界
の
石
油
（Ⅱ）
市場に進出する」ことになった。さらに、「これらの独立石油会社は
石
油
の
探
鉱
・
開
発
利
権
を
獲
得
す
る
た
め
、
産
油
国
に
対
し
巨
額
の
ボ
ー
ナ
ス
1６１
インド
ネシア イラン イラク クウェート カタール
ﾘ･ツジ
アラビア ベネズエラ
950年 132.6 Ij６１．３ 139.6 311.イ 33.6 546.7 1.098.0
951 1５１．９ 319 ６ 180.8 561．Ｉ 1９．３ 761.5 1.704 ６
952 170 ６ 2７ ６ 389.0 747.1 69.0 824 ８ 1,803 ９
933 205 ９ 2６ ８ 581.4 861.9 85.0 814 ６ 』、６７ 0
951 217 ６ ６１ ４ 636.2 959.7 ” ９ 961 ８ 1.895 ３
955 235 ５ 328 ９ 697.0 10103.6 1５ ０ 976 ６ 2.157 ２
956 251 ８ 511 ８ 641.0 108.5 2３ ９ 1.002.8 20156.8
957 312 719 ８ .１４９ ５ 1７１ ６ 3８ ５ 10030.8 ２０７７９ ２
958 325 826 731 ３ 035 ８ 7５ 1.058.5 ２．６０１ ８
959 373.1 928.2 856 ９ 1１１ 70.4 1,152.7 2.771 ０
960 409.6 10067.7 972 ２ 691 ８ 7.1.6 1.313.5 2.816
餌②「
第６図中東における主要合弁会社の出資比率（1972年）
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３０％
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合弁会社コンソーシアム IPC クウェート石抽アブダビ（海上）アブダビ石補アラムコ
産油国 イラン イラク サウジアラビア クウェート
責料：Ａ･Sampsomibid･邦訳156ページ。
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第４表原油の生産と輸送 ('１t位：100万メトリック・トン）
四ロー岾＝
囮－－
－回-回－
注：(1)1956年１月－６)l閲の一般的な比率でもって１９５６年１１１１Ⅱ－１０月２８(]の期
間を推定したもの．
資料：UI1itedNations，低Ｏ"0'"ｉｔＩＭＷｂＰ"lEwli〃ｌＡｃ｣"LノルjZi7sl，ノ”５－ノ』D5a
ノ妬７，'．、98
３
ス
エ
ズ
運
河
国
有
化
問
題
イラン石油問題が一応の決着をみてから、約二年後の一
九五六年七月にスエズ運河国有化問題が発生した。すなわ
ち
同
年
七
月
二
六
日
、
ナ
セ
ル
・
エ
ジ
プ
ト
大
統
領
は
ア
レ
キ
サ
ン
ドリアでの演説で、万国スエズ運河株式会社（会社の正式
（脆）
名）の国有化を宣一一一一口した。国有化紛争で一時操業を停止し
ていたイラン石油産業が、すでに述べたような新たに組織
を
支
払
い
、
産
油
国
に
有
利
な
利
益
配
分
や
探
鉱
義
務
を
受
け
入
れ
る
な
ど
、
当
時
と
し
て
は
メ
ジ
ャ
ー
よ
り
も
は
る
か
に
産
油
国
に
と
（旧）
って有利な利権協定を結んだ」。この結果、独立系石油〈云
社は中東、北アフリカなど世界各地で原油生産を開始し、
メ
ジ
ャ
ー
の
一
角
に
食
い
込
ん
で
、
六
○
年
代
に
お
け
る
石
油
過
剰
時代を出現させることになったのである。
（Ｍ）０．円円四コ．ごＰ邦訳（下）八一ページ。
両
）
牛
島
俊
明
「
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
新
石
油
帝
国
の
誕
生
一
年、日本経済新聞社、二二’二三ページ。
九
七
二
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1955年
生産
輪１１１
スエズ運河
経由
パイプライン
経由
1956年
産
輸出
スエズ運河
経１１】(1)
パイプライン
経ＩＩＪ
′ｆ－レーン 1.5 1.5 ０．１
エジプト ２ ０ 0.1 １ ８
イ フ ン 1７ 4.4 2６ ５ ７．１
イ フ ク 3３ ７ 3.9 2５．１ ３１ ３ ３ ６ 21.0
クウェート 5４ ８ 4２．５ 5５ ０ 3７ ２
中立地什ｆ ３ １ ６ ０ 一ひ
カタ_ル ５ ４ 3.9 5.9 ４ １
サウジアラビア 4７ ０ 5.6 1６．０ 0７．９ ５ ５ 1６．０
トル。 0 ２ ０．３
計 163 ０ 60.3 4１．１ 1７１．９ 58」 37.0
スエズ運河は、フランス人を主体に、イギリス、アメリカ、オランダ、エジプトなどの各国人からなる理事会によ
（Ⅳ）
って経営されていた。しかし、スエズ運河が開通して間もなく一八八一一年にイギリスがエジプトを占領して植民地化
して以来、会社の運営は実質的にイギリスによって取り仕切られてきたといってよい。第二次大戦後、民族解放、反
植民地主義の世界的な潮流のなかで、一九五二年七月ナギプのクーデタによって、エジプト王政が崩壊して共和政に
さ
れ
た
国
際
的
な
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
手
で
軌
道
に
乗
り
始
め
た
時
期
で
あ
っ
た
だ
け
に
、
そ
の
衝
繋
は
大
き
か
っ
た
。
第
４
表
に
よ
れ
ば、一九五五年現在、中東における石油の総生産還は約一億六三○○万トンで、このうち四一一○万トン（総量の二
五・二％）はパイプライン（送油管）によって束地中海の積出港に運ばれ、さらに六○一一一○万トン（同三七・○％）
は
ス
エ
ズ
運
河
を
通
っ
て
、
主
と
し
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
消
費
国
に
運
ば
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
ス
エ
ズ
運
河
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
経
済
に
と
っ
て
不
可
欠
な
石
油
の
正
要
な
通
路
を
な
し
て
お
り
、
仮
に
航
行
不
能
に
陥
れ
ば
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
経
済
に
と
っ
て
重
大
な
支
障
を
き
た
す
こ
と
は
明
白
で
あ
っ
た
。
こ
の
意
味
で
、
イ
ラ
ン
石
油
の
操
業
が
再
開
さ
れ
た
も
の
の
、
ペ
ル
シ
ア
湾
か
ら
穣
出
さ
れ
る
石
油
が
ス
エ
ズ
遮河を通過できずに、アフリカの南端を通って迦ばれることになれば、日数とコストは異常に膨らむことになる。結
局
、
ナ
セ
ル
に
よ
る
ス
エ
ズ
迦
河
の
国
有
化
措
樋
に
対
抗
し
て
、
英
仏
な
ど
の
噸
耶
介
入
を
呼
び
起
こ
す
こ
と
に
な
っ
た
点
か
ら
い
え
ば
、
取
事
介
入
な
し
で
解
決
さ
れ
た
イ
ラ
ン
石
油
国
有
化
問
題
と
は
比
較
に
な
ら
な
い
ほ
ど
、
ス
エ
ズ
問
題
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
対
し
て
深
刻
な
打
離
を
与
え
た
と
い
え
よ
う
。
（
肥
）
ス
エ
ズ
迦
河
国
有
化
問
題
を
取
り
上
げ
て
い
る
著
作
は
多
い
が
、
さ
し
あ
た
り
、
脇
村
義
太
郎
「
中
東
の
打
汕
」
一
九
五
七
年
、
岩
波
新
書、甲斐静馬「中近東」一九五七年〈改版一九七○年〉、岩波新書、が手頃な解説を与えている。
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と
こ
ろ
で
、
石
油
輸
送
の
要
路
と
し
て
の
ス
エ
ズ
運
河
の
地
位
を
、
第
４
表
と
は
別
の
角
度
か
ら
み
た
第
５
表
に
よ
っ
て
砿
認
し
て
お
こ
う
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
通
過
船
舶
数
で
い
え
ば
、
一
九
五
○
年
以
降
、
オ
イ
ル
・
タ
ン
カ
ー
が
過
半
を
占
め
て
お
り
、
商
船
総
阯
か
ら
い
え
ば
、
紅
海
か
ら
地
中
海
へ
向
か
う
北
行
き
の
貨
物
総
砒
の
な
か
で
石
油
の
占
め
る
比
率
は
約
八
判
近
い
。
地
中
海
か
ら
紅
海
へ
向
か
う
南
行
き
の
貨
物
総
壁
が
、
一
九
五
五
年
に
つ
い
て
は
二
割
に
み
た
な
い
点
か
ら
い
っ
て
も
、
石
油
輸
送
の
甑
要
性
が
う
か
が
わ
れ
る
。
ス
エ
ズ
迦
河
を
通
過
す
る
石
油
輸
送
の
行
先
の
殆
ん
ど
が
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
一
九
五
五
年
現
在
、
商
砧
総
放
は
は
じ
め
て
一
億
ト
ン
を
超
え
て
お
り
、
そ
の
な
か
で
圧
倒
的
に
は
北
行
き
の
貨
物
鼠
が
占
め
て
、
八
一
％
に
達
し
て
い
る
。
世
界
有
数
の
石
油
大
消
費
地
域
で
あ
る
西
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
は
、
み
ず
か
ら
石
油
資
源
を
も
た
ず
、
し
た
が
っ
て
そ
の
石
油
の
大
部
分
を
中
近
東
地
域
か
ら
の
輸
入
に
依
存
せ
ざ
る
を
え
な
い
現
状
か
ら
い
っ
て
、
ス
エ
ズ
迦
河
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
へ
の
石
油
輸
送
の
大
動
脈
を
な
し
て
い
る
と
移
行
し
、
五
四
年
四
月
、
そ
れ
ま
で
の
ナ
ギ
プ
に
代
っ
て
首
相
の
地
位
に
就
い
た
ナ
セ
ル
は
、
同
年
一
○
月
イ
ギ
リ
ス
と
の
協
定
を
成
立
さ
せ
て
、
五
六
年
六
月
ま
で
に
イ
ギ
リ
ス
占
領
軍
の
エ
ジ
プ
ト
か
ら
の
全
面
撤
退
に
合
意
さ
せ
た
。
イ
ギ
リ
ス
軍
の
完
全
撤
退
の
直
後
の
六
月
一
八
日
、
共
和
憲
法
が
公
布
さ
れ
、
初
代
大
統
領
に
選
ば
れ
た
ナ
セ
ル
は
、
翌
七
月
、
さ
き
に
述
べ
た
ス
エ
ズ
運
河
国
有
化
宣
言
を
発したのである。
い
う
ま
で
も
な
く
、
イ
ギ
リ
ス
、
フ
ラ
ン
ス
は
ス
エ
ズ
運
河
国
有
化
に
強
硬
に
反
対
し
た
が
、
そ
れ
は
直
接
に
は
ス
エ
ズ
運
河
の
利
権
に
か
か
わ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
第
５
表
に
よ
れ
ば
、
一
九
五
四
年
の
ス
エ
ズ
運
河
会
社
の
受
取
総
額
は
三
○
三
○
万
エ
ジ
プ
ト
・
ポ
ン
ド
い聾え》ＣＯ
（
Ⅳ
）
ス
エ
ズ
運
河
開
通
後
の
運
営
の
経
緯
に
つ
い
て
は
、
脇
村
義
太
郎
、
前
掲
灘
、
Ｖ
、
を
参
照
さ
れ
た
い
。
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第５表スエズ運河通行量と収入
産：（１）ＩⅨ
(2)1956年の国有化以前はスエズ運河会社．
(3)1950‐1955年の期llllはスエズ運河会社からエジプト政府に支払われたfIZ額．
(4)1956年１１月から1957年.１月９日までスエズ運河の航行不能．
資料：UnitedNations・戯⑪"o"ｌｊＷＤＷＦ”"1G,1ノハＭＡｃＡ/Ｗノセ物ｓｌ．ノ妬，＿ノ”'，１９坂２，，．ノ６，
（一エジプト・ポンドⅢ二・八七一五六ドルで換算
して約八七○○万ドル）、うちエジプト政府の受
取分はその一五・二％にあたる四六○万エジプ
ト・ポンド（約一三二○万ドル）にすぎず、また
翌五五年にも会社の受取総額三二二○万エジプ
ト・ポンド（約九二四六万ドル）に対して、エジ
プト政府の受取分は一九・六％にあたる六三○万
エジプ卜・ポンド（約一八○九万ドル）と、いず
れも会社側の受取りは八○％を超える巨額なもの
であった。一九五○’五五年の六年間の平均では、
エジプト政府の分け前は総額の一五・一％にすぎ
なかった。エジプトの法律にもとづいてエジプト
において設立されたスエズ運河会社は、一八六九
年の開通以来約一世紀近く、主に英仏がその利権
を掌握してきたのであり、こうした経済的利害が
イラン石油紛争の場合と同様に強く働いたことは
否
定
で
き
な
い
。
しかし、根はもっと深いところにあったようで
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通過船舶数
総数 オイル｡タンカー(1)
商品総殴(100万トン）
3１． 南行き 北行ざ
貨物総nＲ 石油
運河通過税
(100万エジプト・ポンド）
スエズ運河公社（受取総額)(2) エジプト政府(3)
1950年 11,751 6.600 72.6 1２．１ 60.5 4７．５ 26.7 3.4
１９５１ 11,691 Ｐａ 900 7６ ８ 1７ ４ 5９ ３ 4２ ９ 2６ ２ ４ １
1952 12,168 ６ 200 8３ ４ 2２ 0 6１ ＄ 4５ ９ 2６ ７ ３ ８
1953 12.731 ６ 500 9０ ４ 2２ ５ 6７ ９ 4９ ４ 2８ ９ ３ ６
1954 1３，２１５ ６ 900 9６ ９ 2２ ４ 7１ ５ 5７ ０ 3０ ３ ４ ６
５’０９ 141666 ８ 000 1０７ ５ 2０ 8７ ４ 6６ ９ 3２ ２ ６ ３
956(4) 13.291 ７ 000 9９ ６ 1８ 8２ ９ 6５ ７ 29.1
957 10.958 ５ 800 8１ ３ 1０ １ 6７ ２ ５１ １ 2４．５
958 lZ842 ９ 600 139 ３ 2４ ９ 114 ４ 9４ ４ 4２．１
1959 17,731 ９ 200 148 ２ 2０ ５ 1２１ ７ 9８ ７ 44.5
1960 18,734 ９ 800 168 ９ 29.3 139 ６ 114.4 50.4
1961 1８０１４８ ９ 100 172 Ｉ 32.8 139 ６ 1１１．４ ９１５
注：(1)100の位に近い概数．
石油危機の政沿経済学（上）
あ
る
。
そ
れ
は
次
の
よ
う
な
事
情
で
あ
る
。
一
九
五
五
年
四
月
、
植
民
地
を
脱
却
し
た
ア
ジ
ア
・
ア
フ
リ
カ
の
二
九
カ
国
が
イ
ン
ド
ネ
シ
アのバンドンにおいて反植民地主義、民族独立をかかげて「アジア・アフリカ会議」を開き、前年四月の中国の周恩
来首柵とインドのネルー首相との共同声明、いわゆる平和五原則に立脚した「バンドン一○原則」を採択して、アジ
ア
・
ア
フ
リ
カ
地
域
に
お
け
る
連
帯
を
宣
一
冒
し
た
。
こ
の
歴
史
的
会
議
に
お
い
て
指
導
的
な
役
割
を
果
た
し
た
一
人
が
エ
ジ
プ
ト
の
ナ
セ
ルであった。こののち、ユーゴスラビアのチトー、インドのネルーとともに非同盟主義、軍事同盟反対を鮮明にして
いったナセルは、アジアからアフリカへと拡大する傾向をみせていた非同捌主義の頭領と川されるようになっていっ
た。こうして、アラブ・ナショナリズムの旗手となったナセルに対して、堕大な脅威を感じたのは英仏であった。す
でにインド、ビルマ、セイロンなど、アジアから全面的に後退を余儀なくされていたイギリスにとって、最後の拠点
ともいうべき中近東からも撤退しなければならないことは、イランの例でも実証されたように、世界の列強としての
自
己
の
地
位
を
い
っ
そ
う
低
下
さ
せ
、
逆
に
ア
メ
リ
カ
の
進
出
を
許
す
こ
と
に
も
な
っ
て
、
自
己
の
凋
落
に
ま
す
ま
す
拍
車
を
か
け
る
こ
とを意味する。イギリス帝国主義にとって、アラブ・ナショナリズムの拡大・発展を阻止することは至上課題となる。
また、フランスは前年の五四年二月から始まったアルジェリア民族独立のための武力蜂起に対して、北大西洋条約
機
構
ａ
シ
弓
○
）
の
支
援
の
下
で
、
兵
力
の
大
部
分
を
投
入
し
て
戦
闘
を
開
始
し
て
い
た
。
ア
ラ
ブ
諸
国
の
一
員
と
し
て
の
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
に
お
け
る
解
放
戦
争
に
勝
利
す
る
た
め
に
も
、
ア
ラ
ブ
・
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
旗
手
と
し
て
の
ナ
セ
ル
を
打
倒
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
ス
エ
ズ
阿
有
化
問
題
を
契
機
と
し
て
、
フ
ラ
ン
ス
の
ア
ラ
ブ
世
界
へ
の
敵
意
は
剥
き
出
し
と
な
っ
て
い
っ
た
。
第二次大戦後の以上のような反植民地主義・民族独立の世界的潮流を前に、矢面に立たされ、窮地に陥った旧宗主
国
英
仏
は
、
ア
ラ
ブ
諸
民
族
と
対
立
す
る
イ
ス
ラ
エ
ル
を
誘
っ
て
一
九
五
六
年
一
○
月
末
に
軍
事
行
動
を
起
こ
す
に
い
た
り
、
い
わ
ゆ
る
スエズ動乱が勃発した。スエズ戦争は英仏側の惨敗のうちに短期間で終止符が打たれたが、それはソ連の虹事介入の
1６７
危険性が増大したからである。しかし、スエズ運河は戦争勃発直後に閉塞され、船舶の運航が不能に陥ったのである。
その上、イラクから地中海沿岸へと通ずるイラク石油会社（目日・勺の〔『。］２日○・・）弓。）のパイプラインがこの戦争に
際してシリア国内で爆破され、中近東からのヨーロッパへの石油輸送は、きわめて深刻な事態を迎えることになった。
油
送
路
と
し
て
の
運
河
は
も
と
よ
り
、
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
す
ら
安
全
で
な
い
こ
と
が
実
証
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
英
仏
イ
ス
ラ
エ
ル
三
軍
の
即
時
エ
ジ
プ
ト
撤
兵
を
め
ぐ
る
問
題
は
、
国
連
を
舞
台
と
し
て
矢
継
ぎ
早
に
さ
ま
ざ
ま
な
提
案
が
な
さ
れ
た
が
、
一
九
五
六
年
一
二
月
二
二
日
を
も
っ
て
、
英
仏
軍
の
エ
ジ
プ
ト
か
ら
の
撤
退
が
完
了
し
た
。
こ
の
の
ち
、
国
連
軍
に
よ
る
ス
エ
ズ
運
（肥）
河
の
清
撒
が
行
わ
れ
、
翌
近
七
年
二
月
上
旬
に
は
除
去
の
關
難
な
二
つ
の
陣
書
物
ｌ
沈
め
ら
れ
た
大
き
な
幽
船
と
フ
リ
ゲ
ー
ト
艦
ｌ
を
除
い
て
ほ
ぼ
清
掃
は
完
了
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
イ
ス
ラ
エ
ル
は
ガ
ザ
地
区
や
ア
カ
バ
湾
地
区
の
占
領
を
継
続
し
て
居
座
っ
た
ま
ま
で
あ
る
の
で
、
エ
ジ
プ
ト
は
イ
ス
ラ
エ
ル
躯
の
撤
退
と
引
き
換
え
で
な
け
れ
ば
二
つ
の
障
害
物
の
除
去
を
許
可
し
な
い
と
の
声
明
を
出
し
、
ま
た
シ
リ
ア
も
、
イ
ス
ラ
エ
ル
の
完
全
撤
退
を
条
件
と
し
て
の
み
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
の
修
理
に
応
ず
る
旨
を
声
明
し
た
。
こ
こ
か
ら
再
び
国
連
を
舞
台
に
イ
ス
ラ
エ
ル
撤
兵
問
題
が
討
議
さ
れ
た
が
、
イ
ス
ラ
エ
ル
が
撤
退
を
拒
否
し
た
た
め
、
ア
メ
リ
カ
が
直
接
動
き
出
し
、
結
局
ア
メ
リ
カ
の
圧
力
の
下
で
イ
ス
ラ
エ
ル
は
エ
ジ
プ
ト
か
ら
の
撤
退
を
受
け
入
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
五
七
年
三
月
上
旬
の
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
ス
エ
ズ
運
河
の
清
掃
が
再
開
さ
れ
、
ま
た
シ
リ
ア
に
お
け
る
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
の
修
理
作
業
も
着
手
さ
れ
、
同
年
四
月
八
日
、
ス
エ
ズ
運
河
の
航
行
再
開
が
可
能
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。
と
こ
ろ
で
、
ス
エ
ズ
国
有
化
宣
言
以
来
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
へ
の
石
油
供
給
の
途
絶
を
想
定
し
た
供
給
計
画
に
つ
い
て
、
ア
メ
リ
カ
系
メ
ジ
（
昭
）
脇
村
義
太
郎
、
前
掲
書
、
一
九
六
ペ
ー
ジ
。
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４
世
界
に
お
け
る
石
油
産
業
の
変
貌
一九五○年代における以上のようなイランおよびスエズにおける国有化をめぐる紛争を契機として、世界の石油産
業
は
大
き
な
変
貌
を
遂
げ
て
い
っ
た
が
、
そ
れ
に
つ
い
て
若
干
指
摘
し
て
お
き
た
い
。
まず第一に、中東地域における政治的不安定を反映して、石油消費国では一点集中的な石油依存体制から脱却しよ
う
と
い
う
試
み
が
な
さ
れ
始
め
た
こ
と
で
あ
る
。
第
６
表
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
一
九
五
五
年
か
ら
五
九
年
に
か
け
て
中
東
か
ら
の
原
油
輸
出
量
は
、
三
億
八
六
○
○
万
バ
レ
ル
増
加
し
た
も
の
の
、
総
計
に
占
め
る
割
合
は
ご
く
僅
か
（
五
八
％
か
ら
五
ハ
・
五
％
）
し
か
伸
び
な
か
っ
た
の
に
対
し
、
そ
の
他
地
域
の
シ
ェ
ア
は
七
・
一
％
か
ら
二
・
二
％
へ
と
陥
進
し
て
い
る
。
そ
の
他
地
域
と
は
極
東
、
特
に
ヤーおよび独立石油会社など石油業者からなる中東緊急委員会（冨丘ｅの向煙⑫［同日の侭のロＱ○・日目［［８冨向同○）がア
（旧）
メ
リ
カ
に
お
い
て
識
慨
さ
れ
、
一
九
五
六
年
八
月
下
旬
か
ら
活
鋤
を
附
始
し
て
い
た
．
対
麗
而
油
供
給
註
ｌ
主
と
し
て
ア
メ
リ
カ
国
内
お
よ
び
西
半
球
に
お
け
る
禰
洲
増
産
計
画
ｌ
や
禰
油
輸
送
計
画
の
立
案
の
大
綱
が
作
成
さ
れ
た
．
ス
エ
ズ
戦
争
の
勃
発
と
芝
ＭＥＥＣは約一カ月休会となったが、一二月上旬に再開され、大綱に沿ってその計画が実施されていったため、厳し
い
冬
を
前
に
し
た
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
石
油
不
足
は
解
消
さ
れ
て
い
っ
た
。
イ
ラ
ン
石
油
紛
争
と
同
様
、
こ
こ
で
も
独
立
系
石
油
業
者
に
活
躍
の
舞
台
が
与
え
ら
れ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
以
後
石
油
供
給
は
メ
ジ
ャ
ー
の
独
脳
場
で
は
な
く
な
っ
て
い
っ
た
こ
と
が
き
わ
め
て
砿
要
で
あ
る。（
川
）
Ｍ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
の
櫛
成
や
対
西
欧
万
油
援
助
計
画
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
石
油
問
題
研
究
会
編
『
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
と
そ
の
国
際
環
境
」
一
九
六
六
年
、
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
、
五
’
一
二
ペ
ー
ジ
を
参
照
さ
れ
た
い
。
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第６表自由世界における原油輸入量 (単位：100万バレル）
|蕊
|覇
注：カッコ内はnii入先別からみたそれぞれの年の構成比．
資料：IDIDS，1961年４月号，151ページの炎から算出．
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輸入先
bitⅡＩ地域
ベネズエラ゜
Ⅱ領アンチル諸島 '１】東 その他地域 合ロト
1955年 1959年 19蒟年 1959年 193511ｔ 1959 1955年 1９３９ P
墹加率
(％）
北米合！} 504
(73.6）
５１５
(69.8）
110
(１６」）
lｲ８
(19.0）
７
(10.4
胡
(11.3）
685
(100.0） (100 １Ｊ８０ 1＄
内カナダ 6６
(75.9）
7３
(63.5）
10
(11.5）
３
(29.6 (1２．６
８
（７．０）
8７
(100.0） (100 ５ＪＩ０ 3２
アメリカ Ｍ１
(49.5）
167
(47」）
101〕
(35」）
1１
(32‐７
４
(1５．４
7０
(19.9）
285
(1,.0）
352
(100.0）
2４
南米合Hｆ 輯
(鎧.6）
弱
(61Ｊ）
2６
(41.3）
2５
(27.8）
２
（3.2）
７
（7.8）
6３
(100.0）
９０
(100.0）
4３
西欧合3１ 臼
(8.9）
8８
（8.5）
６２４
(87.8）
8閲
(鰹.９）
２１
（3.1）
閲
（8.6）
711
(100.0）
1.0夷
(100.0）
4６
内フランス ８
（4.5）
1７
（７`7）
168
(90.4） (8５ 如句 ２（1.1） 1５（６８〕 178(I0qo） 222(100.0） 2５
酉ドイツ ５
（9.4）
1９
(15.4）
４７
(88.7） (8２ １１０１ （1.9） ３（2.1） 5３(100.0） (100 ３１２０ 1３２
イタリア ６
（＄､8） （２２
117
(93.6） (8８ ０』６４ ２（16） 1７(9.4） 125(100.0） (100 １１８０ 4５
オランダ 2２
(26.2） (】2.0
５１
(60.7）
7３
(79-3） (13.1
８
（8.7）
8４
(100.0）
９２
(100.0）
1０
イギリス 1７
（8.7）
3５
(１２．３）
172
(87.8）
221
(78.6） （３．６
2６
〈９１） (100 妬⑪ 285(100.0） 4５
アジア合ﾛト
（0.4）
176
(蛇.ｌ）
239
(侭.7） （７．９
3９
(11.0） (100 １１９０ ２７９(100.0） ４６
内［1本 4０
(75.5）
116
(幻-5） (2４，５
2３
(16.5）
鋤
(100.0）
139
(100.0）
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オセアニア合０１
（16） （1-1） (77.0
5９
(62.8） (21.3
３４
(36.2）
6１
(100.0）
９
(l０ｑｏ
5０
アフリカ合』｝ ３
(12.0）
９
(20.5）
２
(81.0
２７
(61.4） （１．０
８
(18.2）
2５
(1000）
４
(100.0
7６
総Uｆ 609
(3Ｌ９）
725
(30.3）
1.013
(58.0）
1.399
(銘.5）
1２
（７．１
2“
(11.2）
１．７４６
(l0qo）
2.39
(100.0
3７
石油危機の政治経済学（上）
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
と
ア
フ
リ
カ
に
お
け
る
ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
、
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
、
ガ
ボ
ン
、
コ
ン
ゴ
な
ど
の
新
興
産
油
国
を
指
す
と
思
わ
れ
る
が、絶対量では一億四四○○万バレルの増加をみせている。ベネズエラおよび蘭領アンチル諸島の占める割合は、五
五年の一一一四・九％から五九年には三○・三％に低下し、石油輸出市場としての地位を後退させているのが注目される。
ま
た
主
要
国
の
な
か
で
、
カ
ナ
ダ
、
オ
ラ
ン
ダ
、
日
本
を
除
い
て
、
い
ず
れ
の
国
も
中
東
へ
の
依
存
度
を
低
め
、
ア
メ
リ
カ
、
フ
ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア
、
イ
ギ
リ
ス
は
い
ず
れ
も
そ
の
他
地
域
へ
の
依
存
度
を
大
幅
に
高
め
て
い
る
。
た
だ
し
、
中
東
に
お
け
る
輸
出
総
量
の
み
を
み
れば、五五年および五九年両年におけるシェアは、北米が一○・九％、一○・六％、西欧六一・六％、六一・三％、
ア
ジ
ア
一
七
・
四
％
、
一
七
・
一
％
と
大
き
な
変
化
が
み
ら
れ
ず
、
中
東
の
原
油
輸
出
先
は
依
然
と
し
て
こ
れ
ら
三
大
陸
、
特
に
西
ヨ
ー
ロッパに集中している。さらに、これらにソ連圏からの石油輸出が加わり、特に五○年代後半には中近東における紛
争
が
影
響
し
て
、
石
油
消
費
国
と
し
て
の
西
側
諸
国
の
ソ
連
圏
か
ら
の
輸
入
が
箸
増
し
た
。
す
な
わ
ち
、
ソ
連
圏
か
ら
の
推
定
石
油
輸
出
量
は
一
九
五
七
年
に
七
七
二
万
ト
ン
に
す
ぎ
な
か
っ
た
が
、
翌
五
八
年
に
は
一
○
○
○
万
ト
ン
を
超
え
、
六
○
年
に
は
二
二
七
○
万
ト
ン
と、僅か三年間に約三倍に激増した（第７表参照）。なかんずく、西ヨーロッパはソ連圏石油総輸出量の約四分の三
を
占
め
、
こ
れ
は
西
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
全
体
の
原
油
お
よ
び
石
油
製
品
輸
入
量
の
九
％
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
の
み
に
つ
い
て
い
え
ば
、
そ
の
二
％
に
相
当
す
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
石
油
依
存
地
域
の
分
散
化
は
、
安
全
保
障
上
か
ら
い
っ
て
も
重
要
な
課
題
で
あ
っ
て
、
早
い
時
期
か
ら
ア
メ
リ
カ
の
注
目
す
る
と
こ
ろ
で
あ
っ
た
が
、
そ
れ
に
決
定
的
な
影
響
を
与
え
た
の
が
一
九
五
○
年
代
の
国
有
化
を
め
ぐ
る
紛
争
で
第
二
に
、
こ
う
し
た
石
油
供
給
基
地
の
分
散
化
に
与
っ
て
力
が
あ
っ
た
の
は
、
ア
メ
リ
カ
系
、
フ
ラ
ン
ス
系
、
イ
タ
リ
ア
系
な
ど
を
含
む独立石油会社であったということである。国際的石油資本、いわゆるメジャーとは無関係な独立会社（ごＱ８のロー
Ｑの貝８日日日の⑪）は第二次大戦後、世界的規模で活動し始めたが、その直接の契機をなしたのが一九四○年代末から
あった。
１７１
第７表ソ連圏の石油推定輸出量（lil位の石
油
国
有
化
を
め
ぐ
る
紛
争
で
あ
っ
た
と
い
っ
て
よ
い
。
す
な
わ
ち
、
長
期
間
に
わ
た
っ
て
帝
国
主
義
的
列
強
の
支
配
下
に
お
か
れ
て
き
た
ア
ジ
ア
・
ア
フ
リ
カ
に
お
け
る
植
民
地
大
衆
は
、
戦
後
、
政
治
的
独
立
を
獲
得
し
て
く
る
が
、
そ
の
な
か
で
と
り
わ
け
産
油
国
は
、
自
国
の
石
油
産
業
に
お
い
て
全
く
一
方
的
に
植
民
地
型
経
営
を
や
っ
て
き
た
国
際
石
油
資
本
に
対
し
て
利
権
条
件
の
改
訂
を
要
求
し
、
あ
る
い
は
交
渉
が
う
ま
く
行
か
な
か
っ
た
場
合
に
は
い
っ
き
ょ
に
国
有
化
措
置
を
と
っ
た
。
そ
れ
は
戦
後
の
資
本
主
義
世
界
が
経
済
再
建
の
た
め
石
油
需
要
を
急
増
さ
せ
た
こ
と
や
、
新
た
に
独
立
を
果
た
し
た
産
油
国
が
豊
富
な
地
下
資
源
を
ば
ね
に
自
国
の
経
済
発
展
を
意
図
し
000トン
ビ２６０２８０３９０１８０
注：い)はその他諸国に含まれている．
爾料：ＰＰＳ，1961年４月号,125ページ．
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1957年 1958年 1959年 1960年
西ヨーロッパ計 5,930 7,610 12,220 16,760
内イタリア 820 1,210 ３ 100 ５ 300
西ドイツ ９１０ 1,180 900 ２ 800
フィンランド 10460 1.500 300 ２ 250
スウェーデン ５１０ 750 ･ＭＯ 440
フランス 550 970 240 Ｉ 070
オーストリア 260 440 900 000
ギリシャ 280 230 600 ０６０
ユーゴスラビア 390 310 010 360
ノルウェー 180 150 380 270
ベルギー 160 2４０ 350 370
アイスランド 310 280 300 350
イギリス (a） (a） 8０ 190
デンマーク 4０ 100 170
オランダ 100 ２１０ 7０ 8０
スイス 4０ 5０ 5０
ラテン・アメリカ計 1,110 1.010 ２，２１０
内キ１－パ 2,020
アルゼンチン 910 650
ウルグァイ 170 350 8０
プラジル 4０ 140
その他計 1.790 2.7.10 Ｐ３８０３ 3,700
内アラブ連合 1.220 20110 ２０５１０ 1,900
日本 8０ 10200
その他 570 “0 ■①６４ 600
計ゴエＩ=】 7.720 11.460 1６．３１５ 220700
年ｉｌ］墹加率（％） 4８ ４７ 3５
石油危機の政治経済学（上）
第８表北アメリカ以外の自由世界における産油量 (単位：1,000バレル）
た
こ
と
な
ど
が
背
景
を
な
し
て
い
る
。
利
権
の
設
定
に
は
普
通
、
開
発
面
積を確定し、しかも開発期限を明示するが、その設定に際して
新興産油国は、開発期限を短縮し、また開発面秋を細切れにし
て
多
く
の
石
油
会
社
の
導
入
を
は
か
り
、
相
互
に
競
争
さ
せ
る
こ
と
に
よ
って開発テンポを早めるという方法をとったために、多くの独
立
会
社
は
開
発
参
加
へ
の
チ
ャ
ン
ス
が
与
え
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の方式は、イランあるいはスエズの国有化紛争にもとづく「石
油
危
機
」
の
時
期
に
は
特
に
効
果
的
な
も
の
で
あ
っ
た
。
一
九
五
三
年
か
（初）
らとられたリビアにおける開発方式がそれである。第８表は北
擶ｈアメリカを除く自由世界における業者別産油量を示したもので
す宝叩あるが、そのことを如実に物証州っている。すなわち、一九五七
ャ
。
よ
“締》年から六一年にいたる期間に、独立会社による産油量は一二・一
蛾儘岼％からハユハ％へとシェアを伸ばし、特にアフリカでは飛躍的
・緬藤島に増大させて、五七年の五○○○バレルから二五万バレルと五
比
は
の
川
繩畦銅掴○倍に原油供給を増加させている。この結果、アフリカにおい
繩罐牟蝿てはメジャーを抑えて独立会社は過半の原油を世界市場に供給
。
石
他
‘
坤埒函眠できるようになり、これとは対照的に、メジャーのシェアは総
Ｉ
２
３
：
海辮計において九一％から八四％に低落している。こうして、独立
173
大手石油会社
1957年 1961年
独立石油会社
1957年 1961年
その他
1957年 1961年
計
1957年 l961jI：
中東 3,370(95.1）
5.260
(93.3）
100
（2.8）
235
（1.2）
7５
（２．１）
140
（2.5）
30515
(100.0）
5.635
(100.0）
力'ノブ海域および
南アメリカ
2,910
<91.0）
2,845
(78.8）
6５
（２．０）
315
（8.7）
225
（7.0）
450
(12.5）
3,200
(100.0）
3,610
(100.0）
極東 430(93.5）
470
(85.5）
3０
〈6.5〉
8０
(Ｍ､5）
460
(100.0）
550
(100.0）
アブリカ ５(１０．０）
200
(10.8）
５
(100）
250
(51.0〉
`10
(80.0）
4０
(10.2）
5０
(100.0）
490
(100.0）
ヨー［」ツパ 9０(40.0）
125
.3）
6５
(28.9） ５１１１１。７３Ｉ 7０(31.1） 7０(22.6） 225(１０００） ３１０(100.0）
:｝ 6,805(91.0）
8,900
(84.0）
235
（３」）
９１５
（8.6）
440
（5.8）
780
（７.`I）
7,480
(100.0）
10.595
(100.0〉
第
三
に
、
以
上
の
結
果
と
し
て
一
九
六
○
年
代
の
石
油
過
剰
時
代
を
招
来
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
五
○
年
代
末
か
ら
六
○
年
代
に
か
け
て
の
原
油
価
格
の
低
落
は
、
メ
ジ
ャ
ー
、
独
立
会
社
、
国
営
企
業
の
三
者
が
入
り
乱
れ
て
の
開
発
競
争
の
産
物
で
あ
り
、
い
ま
や
カ
ル
テ
ル
と
し
て
の
メ
ジ
ャ
ー
の
調
整
力
が
作
動
し
な
く
な
っ
た
こ
と
を
意
味
す
る
。
こ
こ
か
ら
逆
に
、
産
油
国
自
身
が
原
油
供
給
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
原
油
価
格
の
値
崩
れ
を
阻
止
し
、
石
油
資
源
を
国
内
の
経
済
発
展
に
利
用
し
よ
う
と
い
う
構
想
が
生
ま
れ
て
く
る
。
世
界
の
石
油
埋
蔵
鼠
の
大
半
が
集
中
す
る
中
東
地
域
は
、
殆
ん
ど
を
石
油
輸
出
に
依
存
す
る
と
い
う
一
次
産
品
国
で
占
め
ら
れ
て
おり、その石油産業が外国資本によって支配されている状態から脱却するためには、穏健派、急進派という考え方の
違いはあるにせよ、石油生産に政府みずからなんらかの形で関与していく道が模索されていくのは当然なことである。
一
国
の
経
済
発
展
は
、
み
ず
か
ら
内
蔵
す
る
自
然
資
源
を
自
己
の
支
配
の
下
で
自
由
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
る
と
こ
ろ
か
ら
ま
ず
展
望
が
与
え
ら
れ
る
と
す
れ
ば
、
新
興
独
立
国
の
六
○
年
代
の
動
き
は
、
自
然
資
源
に
対
す
る
固
有
の
権
利
を
主
張
し
、
結
集
し
て
い
く
歴
史
的
必然性は不可避であるといわなければならない。きわめて不十分ではあったとはいえ、その端緒をなしたのがＣＰＥ
会
社
は
世
界
の
各
地
域
で
の
石
油
開
発
事
業
に
参
入
し
て
い
っ
た
の
で
、
戦
前
ま
で
の
メ
ジ
ャ
ー
独
占
は
終
り
を
告
げ
、
同
時
に
国
際
石
油
業
に
お
け
る
カ
ル
テ
ル
と
し
て
の
機
能
も
動
揺
す
る
に
い
た
っ
た
。
新
興
産
油
国
は
、
メ
ジ
ャ
ー
・
独
立
会
社
間
の
競
争
を
利
用
し
て
、
利
権
改
訂
に
際
し
て
は
メ
ジ
ャ
ー
に
比
し
て
力
の
弱
い
独
立
会
社
を
ま
ず
矢
面
に
立
て
て
折
衝
を
行
い
、
自
己
に
有
利
な
条
件
を
引
き
出
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
メ
ジ
ャ
ー
の
力
を
少
し
ず
つ
殺
い
で
い
く
こ
と
が
で
き
た
の
で
あ
る
。
こ
の
意
味
で
、
メ
ジ
ャ
ー
の
独
占
を
切
り
崩
し
て
そ
の
弱
体
化
を
も
た
ら
し
た
も
の
は
、
ま
ず
そ
の
競
争
相
手
と
し
て
は
余
り
に
も
弱
小
な
独
立
会
社
に
あ
っ
た
と
い
え
よ
う
。
（
加
）
リ
ビ
ア
の
開
発
戦
略
に
つ
い
て
は
、
小
松
直
幹
、
前
掲
書
、
一
○
七
ペ
ー
ジ
以
下
を
参
照
さ
れ
た
い
。
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最
後
に
第
四
と
し
て
、
ス
エ
ズ
運
河
の
航
行
停
止
に
伴
っ
て
、
中
東
原
油
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
へ
の
輸
送
が
ア
フ
リ
カ
を
回
路
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
っ
た
た
め
、
大
型
タ
ン
カ
ー
の
開
発
を
促
し
た
こ
と
で
あ
る
。
大
型
タ
ン
カ
ー
の
登
場
は
、
従
来
の
港
湾
の
許
容
範
囲
を
大
幅
に
超
え
、
各
国
と
も
港
湾
の
拡
張
。
整
備
に
取
り
組
む
こ
と
に
な
っ
た
ば
か
り
か
、
大
麺
の
原
油
を
処
理
す
る
た
め
に
港
湾
の
近
く
に
（別）
石
油
化
学
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
が
建
設
さ
れ
る
こ
と
に
も
な
っ
た
の
で
、
環
境
汚
染
問
題
が
発
生
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
さ
ら
に
、
紛
争
に
伴
う
原
油
供
給
の
不
安
定
か
ら
、
石
油
依
存
体
制
に
対
す
る
見
直
し
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
こ
こ
に
石
炭
・
水
力
な
ど
と
並
ん
で
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
し
て
新
た
な
原
子
力
を
利
川
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
が
開
発
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
。
す
で
に
一
九
五
三
年
、
ア
メ
リ
カ
の
ア
イ
ゼ
ン
ハ
ウ
ァ
１
大
統
倣
は
国
述
に
お
け
る
演
説
で
、
原
子
力
の
平
川
利
川
を
訴
え
、
大
壮
の
地
力
を
世
界
に
供
給
す
る
構
想
を
発
表
し
た
が
、
こ
れ
ま
た
そ
れ
が
各
国
に
採
川
さ
れ
て
い
く
に
し
た
が
っ
て
、
環
境
問
題
を
提
起
し
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
。
原
子
力の平和利用が各国で実現していくのはのちの話になるが、それはとも角、環境・公害問題の発生の萌芽が石油産業
を
め
ぐ
る
紛
争
を
踏
ま
え
て
五
○
年
代
に
箙
成
さ
れ
て
い
っ
た
こ
と
を
指
摘
し
て
お
か
な
け
ば
な
ら
な
い
。
Ｃであった。
（
Ⅲ
）
石
油
の
消
費
地
精
製
方
式
の
進
展
に
つ
い
て
は
、
さ
し
あ
た
り
並
木
信
義
・
日
本
経
済
研
究
セ
ン
タ
ー
編
「
検
証
石
油
危
機
の
時
代
」
一
九
八
三
年
、
日
本
経
済
新
聞
社
、
九
五
’
九
七
ペ
ー
ジ
、
を
参
照
さ
れ
た
い
。
（
追
記
）
本
稿
に
対
し
て
法
政
大
学
か
ら
特
別
研
究
助
成
金
の
交
付
を
受
け
た
。
記
し
て
謝
意
を
表
す
る
。
二
九
九
一
年
八
月
一
戸
未三
完「１
￣、-〆
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